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第１章　求職活動に関する業務統計とその統計分析

１．はじめに

高校や大学の新卒の人のための就職活動ではなく、一度就職した人が、何らかの理由で失

業し、求職活動を通して再就職するまでにはどのようなプロセスを経るのであろうか。前職

で雇用保険に入っていれば、雇用保険の基本手当は90日から360日の期間にわたり、年齢・

被保険者期間・離職理由などに応じた受給額を受け取ることができる。しかし、再就職先を

のんびりと時間をかけて探していれば、遺失賃金は大きくなるだろうし、いい再就職先への

応募は競争が激しいので、容易には就職を確保できないだろう。では実際には、どれぐらい

の時間をかけて再就職先を見つけているのだろうか。その決め手となっている要因は何だろ

うか。

本研究では求職者が求人情報を求めて集まるハローワークにおけるジョブ・マッチングの

機能について、厚生労働省で集められている業務統計データを利用して分析することを目的

としている。

本章は、専門的な研究に入る前に確認しておくべき基本的な統計量の把握と今回用いるデ

ータの統計特性について概観し、それを用いた実証結果を報告することを主たる目的として

いる。とりわけ、求職期間の分布に関する分析を行い、ハローワーク・求人・求職関連の変

数を用いた計量経済学的推定を行っている。

今回用いた業務統計データに対する総合的な評価を与えることは、本章の目的ではないが、

このデータの利用が今回限りに終わらずに、今後も繰り返し利用されることが期待される。

２．ハローワークの職業紹介業務データ

今回利用するデータは厚生労働省所管のハローワークで集められている業務データを実証

分析用にダウンロードしていただき、加工したものである。提供された業務統計の概要およ

びデータ・マッチングの手順は次のようにまとめることができる。

２．１　求職者側から見た分析データの作成方法

利用しているデータは、雇用保険受給中の者については被保険者番号からハローワークに

登録されている求職情報とマッチングさせ、番号によるマッチングができない者については、

生年月日と性別が一致するデータを抽出し、それぞれについて紹介がなされている場合は、

紹介状況もあわせて、１求職者１レコードとなるように編集している。

抽出する変数は所在地、通勤距離、雇用条件、雇用形態、職業訓練歴、賃金、各種手当て、

労働組合の有無、育児休業取得実績の有無、介護休業取得実績の有無など求職者が関心を持

ちそうな変数を捕捉している。
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２．２　求人側から見た分析データの作成方法

雇用保険適用事業所番号をもとに、各種データ（事業所情報、従業員の被保険者資格の得

喪情報、被保険者の情報）を抽出する。また、事業所が出している求人情報も抽出している。

また、事業所情報に添付されている紹介状況から求職番号を基に、求職情報を抽出する。ま

た採用求職者に関して、情報を抽出している。その求職番号に一致する求職台帳紹介状況ト

レーラを抽出する。この場合、紹介年月日が最新のものから最大20件をとる。これを１求人

１レコードとなるように編集する。

抽出する変数は求人台帳にある加入保険、企業年金、定年制度、再雇用制度、就業時間、

休日、雇用形態、年休制度、採用人数、給与、各種手当て、就業場所、学歴、その他の資格、

賃金形態など求人側の提示する条件を中心に捕捉している。

２．３　本章におけるマッチングの定義

求職（離職年月日）、求人（受理年月日）ともに2005年８月１日－31日のデータを分析に

用いる。また、本章で用いたマッチングの定義は、ハローワークの紹介を介した就職である。

本章ではハローワークのマッチング効率性を分析することを主たる目的にしており、ハロー

ワーク以外での就職者や非就職の人に関する分析は行っていない１。

２．４　ハローワークに関する基礎・周辺情報

本研究では個々のハローワークの基礎情報を厚生労働省から提供していただいた。具体的

には、ハローワークの住所、管轄地区、安定所（ハローワーク）番号、付属施設がある場合

の名称、その住所・種別、職員数、相談員数（就職支援アドバイザー、就職支援ナビゲータ

ー、再就職プランナー）、職業相談部門・求人部門の職員・相談員数、職業相談窓口数、求

人自己検索用パソコン台数、開庁時間・曜日、駐車場収容台数などである。また、業務実績

として過去１年間（2005年度）の求職者数、求人数、相談件数、紹介件数、就職件数、充足

数が提供された。さらに、独立行政法人労働政策研究・研修機構からは、ハローワーク管轄

地域の情報を基に、総労働力人口、事業所数（規模別、産業別）、最低賃金、都道府県別失

業率などの地域経済データも提供された。

また、今回の研究に際して、労働政策研究・研修機構を通して、「ハローワークの業務に

関するアンケート調査」を行った。その中ではハローワークの面積や築年や交通の便、他の

職業紹介事業所が周辺にあるかどうか、来所者数、キャリア・コンサルタントや産業カウン

セラーの資格を持つ人数、職員・相談員の平均勤続年数、その他、職員・相談員が的確な職
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１ 当然、求職活動はハローワーク以外の民間職業紹介所を使ったり、個人的ネットワークを通して行われること
もあるので、それらの経路を通したマッチングとの比較は重要な研究課題ではあるが、ここではその分析を、ハ
ローワーク経由の就職に限定していることを明記しておきたい。基本的にはここで用いたデータでも、ハローワ
ーク非利用者で求職票の無い者、ハローワークは利用したが紹介実績が無い者のそれぞれについて就職数、非就
職数を確認することはできるが、それ以上の分析を行うことは難しい。



業紹介を行うための講習会・研修などへの参加、勉強会・情報交換会などを行っているかど

うか、求人開拓のために事業所訪問をどれぐらいの頻度で行っているか、あるいはその実績、

ハローワークの数値目標指標と達成度などについて聞いている。

３．求職活動に関する考え方

３．１　ハローワークの実務体制

ハローワークにおける求職活動がどのようなものかについては、次のように要約できる。

まず、求職活動の流れであるが、新規求職者は受付をして、求職申込書に記入し、相談窓

口でハローワークの全体的な説明と自らの求職の希望条件等についての確認や労働市場情報

の提供等を受ける。その後、自己分析や希望条件の決定のための相談等が必要と判断されれ

ばそうした相談が提供され、また、自ら求人自己検索機などを用いて求人情報検索を行って

応募してみようと思う求人がある場合は、紹介を受ける。紹介にあたっては、求職者の希望

や資格・経験等と求人者の求人条件や仕事の内容について突合され、不適当な場合は、別の

求人への応募の可能性等の相談がなされる。また、求人者の条件に合わない場合であっても、

仕事の内容等と求職者の経験等から適格と判断されれば、求人者に積極的に働きかけが行わ

れる。また、履歴書・職務経歴書の書き方や面接の受け方等のセミナーや個別指導も実施さ

れており、必要と判断された場合や、本人の希望により、こうしたサービスを利用すること

ができる。以上の他、ハローワークのスタッフがチームを組んで３ヶ月間程度、再就職のた

めに個別にサポートを行うこともある。これには、職務履歴書の書き方の指導や面接対策、

「就職セミナー」「再就職セミナー」「ミニ面接会」なども含まれる。その他、ハローワーク

では障害者や外国人への職業紹介サービスも行っている。

次に求人受理業務の流れであるが、事業主は求人申込書と事業所登録シートに求人内容や

担当者連絡先などを記入し、職員により求人条件や求人内容の正確性・明確性が確保されて

いるかについて確認が行われ、受理された後に、求人情報を公開する。これはハローワーク

窓口を使うこともあれば、ハローワークの求人担当職員が事業所訪問して求人を集めること

もある。ハローワークが求人者に対して行うフォローアップとしては、未充足・未紹介求人

に対して条件の見直しを勧めたり、仕事内容の書き方がわかりにくい場合や、面接日や書類

選考から採否決定までの日数の設定に無理がないかどうかなどをアドバイスすることがあ

る。また、求職者情報や地域の労働市場情報などを提供することも行っている。また求人が

労働関係法令を遵守しているかどうかといった点にも注意している。

ではハローワークの業務は、現状ではどのように評価できるだろうか。監督官庁である厚

生労働省では、2005年度には、職業安定行政の重要課題として、（１）職業安定行政におけ

る数値目標として、（a）就職率を32％に引き上げること、（b）雇用保険受給日数を所定給

付日数の３分の２以上残して早期に再就職する者の割合を15％程度に引き上げること、（c）

再就職支援プログラム開始件数７万件、就職率７割程度の確保を目指す、（d）就職実現プ
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ラン作成件数12万件、就職率５割程度の確保を目指す、などを挙げている。他方、それを達

成するためにハローワーク側が挙げている数値目標および実績は、先ほど紹介した「ハロー

ワークの業務に関するアンケート調査」（2006年７月）では、2005年度の就職率は40％未満

と設定しているところが54.9％で最多で、次いで50％未満が19.5％、30％未満が15.3％、全

体の平均が35.71％となっている。また実績値の平均も31.6％と厚生労働省の数値目標を若干

下回った程度であり、この数字が決して高すぎるものではなかったことは明らかである２。

早期再就職促進割合は2005年度で平均目標が14.43％、実績値が14.0％であり、厚生労働省の

数値目標15％を若干下回った程度である３。早期就職支援プログラム修了者の就職率は2005

年度で目標70％、実績72.8％となっており、これも平均的には厚生労働省の数値目標に近い

ものになっている４。就職実現プランの作成者の就職率は2005年度で目標50％、実績58.8％

となっておりこれは厚生労働省数値目標を上回っている５。

このように見ると、ハローワークの業務実態は概ね政府目標にそうものとなっており、平

均的には十分な実績を挙げていると判断できるが、同時に目標が必ずしも全体で一致してお

らず、平均値で見て目標値を達成しているといってもかなり限定されたサンプルの数値に過

ぎないことには注意をする必要があるし、同時に、何かしら共通の、しかも、就職に直接結

びつく実績値を用いてハローワークの実績評価を行う必要があると考えられる。

３．２　ジョブ・サーチ理論

労働経済学では求職者と求人者のマッチングを次のように考えている６。失業した人が職

探しをしている状況を考えよう。その人は、基本的には失業している状態で得られている効

用水準と就職した状況で得られる効用水準を比べて、就職した方の効用が高ければ就職をす

るということである。しかし、雇用保険を受給している人としていない人では失業状態での

効用水準が違ってくる。さらに、求職活動を行う過程では多くの事業所の提示する賃金（月

給）は雇用保険給付額よりも高いだろう。そこで、求職者は就職を決意するために特定の賃

金水準（これを留保賃金と呼ぶ）を決めておき、その水準を超える賃金を提示した事業所の

職を受け入れるということになる。要するにこのモデルは求職者の意志決定をベースにした

ものである。

この基本モデルでは在職中の求職者行動が分析できない。また、求職者の努力とかそれに

かかるコストについての考慮がなされていない。すなわち、失業者は条件のいい再就職先を

競って探しているとすれば、積極的に求職活動を行う人と、受身的に求職活動を行う人とで
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２ この調査への回答は399件ある。
３ この調査への回答は９件である。
４ この調査への回答は２件である。
５ この調査への回答は４件である。
６ ジョブ・サーチ理論に関する文献は膨大な量になるが、ここではCahuc and Zylberberg（2004）、Pissarides
（2000）、今井、工藤、佐々木、清水（2007）などを参照している。



は、留保賃金の水準を超えるいい職に就ける確率は異なってくるはずである。また、職業紹

介所の機能に関しては、明示的にモデル化されることもない。さらに、基本モデルでは賃金

水準およびその分布も雇用機会も全て所与とした部分均衡モデルであったが、事業主の利潤

最大化行動を通して賃金が決まってくるような一般均衡モデルを考えれば、賃金分布が内生

的に変動することになり、政策効果の評価も違ってくる。

実証分析では雇用保険給付額や給付期間の条件の違いなどを考慮すべきではあるが、その

情報を得ることは難しいということがある。また、留保賃金の水準も主観的なものであり、

信頼のおける数値を得ることは難しいとされている。その結果、通常行われている実証研究

では、失業から再就職までの失業期間を個人属性や求人側情報、地域経済情報などによって

説明するサバイバル分析によって分析するということが多い。

図表１－１はジョブ・マッチングのメカニズムの概念図を描いたものである。通常の労働

経済学や経済理論におけるマッチングは、求職者と求人者あるいは売手と買手が直接的に交

渉して契約を結ぶというモデルが中心であるが、ここでは、ハローワークというマッチング

のためのプラットフォームの存在を明示的に導入し、マッチングが効率的に行われる仕組み

としてハローワークを理解しようとしている。ハローワークは求職フロー、求人フローをど

れぐらい大量に取り込むことができるかといった規模の問題、求職者と求人者の求めるもの

を理解し、いかに効率的に職業紹介を行うかといった技術的問題に直面している。求職側の

問題としては求めている職と出会うためには、熱心に求人情報を探し、かつ、良い職であれ

ばあるほど他の求職者との競合が激しくなうために、意志決定を早くしなければならない。

しかし、求職側の努力だけで職が決まるとは限らない。求人側の条件や経済環境全般にも影

響されるはずである。求人側は応募状況が悪ければ雇用条件などを見直して、求人情報を変

－15－

図表１－１　ジョブ・マッチングのメカニズムの概念図



更するなどして雇用を確保する必要がある。

これらの要素を全て実証モデルに取り込むことを主張しているわけではないが、少なくと

も考慮すべき要素として、何らかの代理変数を取り込むことが望まれる。

３．３　待ち行列理論

本研究ではハローワークの職業紹介の効率性に関心があり、その技術的問題や運営方式を

理論的に説明する必要があるが、既存のジョブ・サーチ理論は求職者の意思決定を軸にモデ

ルが展開されており、ハローワークの運営という政策問題は間接的にしか分析できない。そ

れに対して、オペレーションズ・リサーチの分野に待ち行列問題というものがあり、職業紹

介活動分析に適用できる可能性があるので紹介しておきたい７。

待ち行列理論の簡単なM/M/Sシステムは、次のように要約できる。ハローワークに失業

中の求職者が来て、窓口に並んで待ち行列を作り、順番がくれば窓口で求人情報紹介サービ

スを受け、気に入った求人側と合意に達すれば就職して、ハローワークから去っていく。こ

のシステムをモデル化したものが待ち行列システムである。一般に待ち行列システムでは次

のような６つの要素からなる確率モデルを考えている。（１）求職者の到着を表す到着時間

間隔分布モデル（A）、（２）サービスを提供する窓口の処理時間分布モデル（B）、（３）サ

ービス窓口数（C）、（４）システム容量（K）、（５）システムに来る求人者数（m）、（６）

サービスの規範（Z）、である。

（１）は求職者がどのような時間間隔で到着するかを確率過程で表すものである。これは

入力過程とも呼ばれている。最も基本的な設定では求職者はポアソン過程に従って失業しハ

ローワークにやって来ると考える。その場合の到着時間間隔は指数分布（Markovian過程）

に従うことが知られている。「入力過程はMである」と表現する。（２）は本章で用いる求職

日数に対応しており、これも指数分布に従うと考え、「サービス時間分布はMである」と言

う。（３）はハローワークのサービス窓口数でもいいし、対応できる相談員数に相当すると

考えてもいい。（４）は窓口が全てふさがっている時の待ち行列の長さの最大値を足しあわ

せた数である。（５）はシステムに来る求職者数の最大値を表し、特にそのような制限がな

い場合には無限大であると考える。（６）はどのような順番で求職者にサービスを提供する

かのルールを表す。これには「最初に来た人を最初に処理する」とか「簡単に処理できる案

件を先に処理する」とかいう類のルールである。ハローワークでは、「ある程度探して再就

職が難しそうであれば、職業訓練施設を紹介する」とか、「再就職のためにチームを組んで

支援する」とかいった対応がこれに対応するのではないだろうか。一般には「最初に来た人

を最初に処理する」ルールに従っていると考える。
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７ 待ち行列理論の文献も膨大な数に上るが、ここでは主として大石（2003）、中川、真壁（1987）、Karlin and
Taylor（1981）を参照している。現状では待ち行列理論を紹介するだけで、この理論をハローワークの運営問題
として定式化するには至っていない。



この６つの要素からなる待ち行列モデルを、ケンドール記号を使って表すと

A/B/C/K/m/Zとなる。最後の３つは省略可能であり、到着モデルとサービス時間分布モデ

ルが共に指数分布（M）に従っており、窓口数がSであれば、このシステムはM/M/Sと表す

ことができる。

このように設定された待ち行列システムは、窓口数がS、求職者の到着が独立で同一の生

起率λのポアソン分布であり、窓口の処理時間分布も独立で同一の指数分布に従うモデルを

表している。窓口の単位時間当たりの処理数をµとすると、平均のサービス時間は1/µとな

る。ハローワークにおける待ち行列の処理能力は単位時間当たりSµであり、単位時間当た

りの求職者の到着率λがλ<Sµの関係を満たしていればハローワークに失業者の列が増えて

いくということはない（ハローワークは定常状態にある）。

このような基本的設定の上で、サービス提供者としてのハローワークにとっての問題を考

えることができる。すなわち、なるべく早く就職させて、雇用保険給付期間を短くすること

でコスト削減になるが、そのためにハローワークの容量を大きくする（ハローワークフロア

面積や人員増）か、窓口の処理期間を短くすれ（事務処理システムの処理能力の向上、職員

研修などによって紹介効率を上げる）ば、コスト増になるというトレードオフ関係から最適

なハローワークの規模、処理能力を決めることができると考えられる。

４．求職日数に関する統計分析

失業者が職を探し始めてから就職して働きだすまでの期間を求職日数（search）と定義し

て、その統計的性質を調べてみたい。

図表１－２は第３期の求職日数のヒストグラムを描いたものである。10日から30日目あた

りまでに大きなピークがあり、その後100日目ぐらいまで低下をし、200日目ぐらいまでほぼ

同じ水準で推移した後、ふたたび低下を始めることが見て取れる。この分布のパターンは右

に裾を引いた非対称分布をしており、ポアソン分布やガンマ分布などが近似的な分布の候補

になりそうである。求職日数の分布に関する統計量は後ほど出てくる図表10の下から２行目

にあるが、平均109日、標準偏差81日である。さらに詳しく調べると短い方から１％が８日、

５％が14日、10％が20日、25％が39日、50％が85日、75％が174日、90％が229日、95％が

259日、99％が295日となっている。雇用保険受給者に関連して念のため求職日数の対数値の

ヒストグラムを描いたのが図表３である。これによると今度は分布が左に裾を引いたような

分布になり、対数正規分布にはならないことがわかる８。

個々の求職日数モデルとしては図表１－２のような確率モデルを考える必要があるが、こ

れは各ハローワークではどのように違うのだろうか。個々の求職日数を各ハローワーク別に

統計的に集計し、平均と標準偏差をとってみた。図表１－４はハローワーク別の平均求職日

－17－

８ 求職日数の対数値に対してもOLSなどの線形推定は不適切であることを示唆している。



数のヒストグラムを示したものである。これによると平均108日、中位値（50％）108日、標

準偏差16.44日、分散270.52日となっており、ほぼ対称な分布に従い、図中に載せた正規分布

曲線ともそれほど大きく乖離はしていないことがわかる。このことが意味していることは、

個々の求職者行動には異質性があるが、平均的行動は全国的にみて特定の地域に歪みがある

とは言えないということであろう。図表１－５はハローワーク別の求職日数と標準偏差の関

係を示したものである。この図によれば、平均日数123日付近で、標準偏差83日が最大とな

っている。この図を図表１－４と合わせると、求職日数のハローワーク別の分布は３次元で

は船底型をしており、平均値周辺でばらつきが一番大きく、両端では分布が集中しているこ

とがわかる。平均値周辺にあるハローワークではハローワーク内での求職活動のばらつきが

大きくなっていることを意味している。すなわち、平均値周辺にあるハローワークでは求職

日数の短い人も長い人も混在しており、その結果として平均が120日周辺になっているので

あって、そのハローワークを通して就職した人の多くの求職日数が平均値周辺にあるという

ことではない。逆に、平均求職日数が短いハローワークや長めのハローワークでは標準偏差

が小さくなり、求職日数のハローワーク内でのばらつきも小さいことを意味している。これ

－18－

図表１－２　求職日数のヒストグラム（第３期）

図表１－３　求職日数のヒストグラム（対数表示）（第３期）



は、雇用失業情勢が改善している状況では、希望の求人が出るまでじっくり待つ者がいる一

方で、希望の求人に出会う確率が高く就職しやすくなる者がいること、また、雇用失業情勢

が厳しい状況では、条件に妥協して早めに就職する者がいる一方で希望求人に出会う確率が

低くなる者がいること推測させられる。

これまで求職日数を巡る統計量について議論してきたが、離職に至った理由を調べておく

ことも重要であろう。一つには、経済学で議論されてきたように、失業が自発的なものか、

非自発的なものかで、求職に対する考え方も、その準備も大きく違ってくると考えられるか

らである。

図表１－６には離職理由とそれぞれに対応した求職日数の基本統計量を載せてある。離職

理由は10項目挙げられている。天災理由や事業主からの働きかけによる退職では平均求職日

数が127－149日と長めになっており、逆に自己都合退職では平均求職日数が74－114日と短

くなっている。また、被保険者の責に帰すべき重大な理由による解雇の場合も平均日数は81

日と短くなっている。これらは、離職以前の準備期間の有無や、事業主都合による退職の場

合には退職一時金などが出ている可能性もあり、また準備期間が無いなどの理由で平均日数
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図表１－４　ハローワーク別の平均求職日数のヒストグラム（第３期）

図表１－５　ハローワーク別求職日数の平均・標準偏差の推定（第３期）



が長めになっているのではないだろうか。

図表１－７は同じく離職理由毎に新旧月給差の基本統計量を載せてある。これは、就職理

由にはより高い賃金を求めるためであるという傾向が見て取れるかどうかを検証するためで

ある。実際には月給差は平均ではそれほど大きくはないが、契約期間の満了に伴う退職をし

た場合には平均でも低下しているようである。これは定年退職が含まれていることが影響し

ている可能性がある。また、天災理由や正当な理由のある自己都合退職でも月給差は若干マ

イナスになっている。その他の自己都合退職では所得は平均で１万円程度上昇していること

がわかった。これは、ある程度ジョブ・サーチ理論の留保賃金を超える職についていること

を意味している。しかし、それぞれの項目の最大値、最小値、標準偏差を見ると同じ自己都

合退職でも月給を30万円程度下げている人もいることには注意を要する。これを視覚的に確

認するために月給差のヒストグラムを描いたのが図表１－８である。これは、見事な対称分

布をしており、図中に加えた正規分布曲線と比べると、正規分布より若干中央に集中してい

るが、月給差は増える人と減る人がほぼバランスしていることを意味している。ハローワー

クを通した求職者は必ずしもキャリアアップを求めた自己都合退職者だけではなく、事業主

側の理由でやむなく退職した者や、定年退職した者など様々な条件の人が混在しており、そ

の結果として、月給差は対称分布になっていると解釈できるのではないだろうか９。

これまでの分析から、実証研究に入る準備が整った。以下では求職日数に関する個人デー

タを分析するための統計手法を紹介し、その結果を報告する。
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図表１－６　離職理由と求職日数

注）第３期のデータのみを使用。



５．カウントデータ分析の枠組み10

カウントデータとは、一般にある事象が決まった時間内に起こった回数を数え上げること

で集めた統計（非負の整数）を指し、その発生頻度を調べ、分布関数を特定化し、それに基
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図表１－７　離職理由と月給差

図表１－８　月給差のヒストグラム（第３期）

注）新旧賃金は月給３万円以下と50万円以上は除外した。第３期のデータのみを使用。

９ 一般均衡論的に考えると、社会にある職は限られており、誰かが退職したポストにある人が就職し、その結果、
空いたポストにまた次の人が就職するというような椅子取りゲーム的な状況を考えると、全体の所得は変化せず、
誰かの月給差が増加すれば誰かの月給差が必然的に低下するという状況が容易に想定できる。
10 本節は北村（2007）に依拠している。カウントデータ分析に関してはCameron and Trivedi（1998, 2005）およ
びWinkelmann（1997）を参照。



づいて回帰分析することをカウントデータ分析と呼んでいる。従ってここでのカウントとは

事象のカウントを指しており、その事象は主体的に選択された結果、発生することもあれば、

全く外生的に発生することもある。例えば、医者に診てもらいに病院に行く回数や求職活動

にかかった日数11というのは、主体的に決められる事象であるが、地震の発生件数や台風の

上陸件数は人智の及ばないところで決まる事象であろう。交通事故や火災はその中間に位置

する事象であるが、保険のモラルハザード効果を加味すれば、ある程度内生的に発生すると

も考えられる。

カウントデータの特徴としては事象は稀にしか起こらず、多くの期間では事象が起こらな

い、いわゆるゼロ事象だということである。その結果、カウントデータの分布はゼロ周辺に

集中し、右に裾を引いたような形をしている。求職日数の場合は、ゼロ日で決まるというこ

とは少ないが、図表１－２で示されているように比較的短い日数で多くの人が職を見つけて

いることがわかる。また、当然予測されるように、事象の発生は個別の事情にも強く依存し

ているが、この個別事情は一般には観察できないので、回帰分析では誤差項の取り扱いが重

要になってくる。

これまでジョブ・サーチの実証研究ではサバイバル分析やプロビット分析が主として用い

られてきたが、図表１－２より明らかなように、求職日数のヒストグラムは右に歪んだポア

ソン分布に近似できるように思われるので、本章ではカウントデータ分析の手法を求職日数

の推定モデルに用いてみたい12。

統計学上、稀にしか起こらない事象の発生確率はポアソン分布で表すことが多い。とりわ

け、ポアソン分布が当てはまるような事象としてよく取り上げられるのは交通事故件数、大

量生産の不良品数、倒産件数、火事発生件数などリスクや安全性に関する現象である。カウ

ントデータ分析の基礎にもポアソン分布がある。

まず、ポアソン分布（Poisson Distribution）は次のように定義できる。

ここでj!はjの階乗を意味する。この分布は平均値と分散値が等しい。すなわち、

ポアソン分布はこのように未知のパラメータλが決まれば全ての分布が決まる極めて簡便

な分布である。このポアソン分布を用いたポアソン回帰モデルは次のように定義できる。す
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11 求職活動をイベントと考えると就職することが出来れば、それで求職活動が終わる１回限りのイベントであり、
短期間で繰り返し行うようなものではない。しかし、就職するまでの日数をカウントし、その日数の分布を分析
することで求職活動をモデル化すると考えればカウントデータ分析を応用することができると判断している。
12 既に見たように待ち行列理論でも入力過程はポアソン過程に従っていると仮定している。



なわち、yの条件付き分布は、説明変数xとポアソン分布のパラメータ によって

決定されると考え、次のように定義する。

ここで、 。ポアソン回帰モデルは不均一分

散となることを排除していない。

この式を次のような対数尤度関数に変換し、それを最尤法推定する。

これを最適化するための１階条件は次のようになる。

対数尤度関数が大局的に凸であれば、最適解は一意的に決まってくる。推定されたパラメー

タβ^は一致推定量であり、漸近的に有効推定となる。

推定されたパラメータβ^の解釈はいくつかできる。第一に、限界平均効果（marginal mean

effect）を用いて行う方法は次の通りである。

ここでx－はxの平均値を表している。もちろん限界効果の評価は平均値でなくとも、特定の値

で行うことが可能である13。この関係は次のように書き換えることができる。

これはx
il
の限界的な変化に対してyの期待値が相対的にどれぐらい変化するかを見たもので、

すべてのiに対して等しいものである。もしx
il
が対数表示されているとすれば、βl

は弾力性を

表していることになる。ポアソン回帰モデルの特徴として、モデルの中に交叉項x
l
x

m
が含ま

れていないとしても、説明変数の交叉効果は残るということがある。
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13 例えば、中位値（median: 50％）や最頻値（mode）で評価することも出来る。特に分布が対称分布でない場
合には、どの値で評価をするかということが重要である。



このことは、一般線形モデルではモデルの交叉項が含まれていない限り、ある説明変数の限

界的な変化が他の説明変数の限界効果に影響を与えることは無いが、ポアソン回帰モデルで

はそれが起こることを示している。

第二の方法は限界確率効果（marginal probability effect）を用いることである。

限界確率効果の符号条件は の符号条件に依存している14。

当然ながら、平均と分散が一致するような分布は現実のデータではそれほど見られないの

で、ポアソン分布を当てはめるケースは限定されている。具体的に、ポアソン回帰モデルの

問題点としては次の点が指摘されている。第一に、ポアソン分布によるカウントデータ分析

ではゼロ値を実際よりも少なめに推定してしまう傾向がある。第二に、カウントデータでは、

実際には分散が平均より大きい（overdispersion）ことが多いことが知られている。

これらの問題点はポアソン分布では観測出来ない異質性（unobserved heterogeneity）を

扱えていないからであると判断されている。そこで、確率関数をポアソン分布と誤差項の積

であると仮定し、さらに誤差項がガンマ分布に従っていると特定化すると、yの条件付き分

布は次のように表せる。

ここで である。ここで誤差項を正規化し 、パラメータに

という制約をかけると上式は次のように転換できる。

�

∞

∫

�

∞

∫

�

∞

∫
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14 この条件の下では、限界確率効果は負から正へ単調に変化するか、逆に正から負に単調に変化する。これは
single crossing propertyと呼ばれている。



この確率関数を負の二項分布（Negative Binominal Distribution）関数とよび、期待

値 で、分散 である。負の二項分布（NB）回帰モデル

は上式にさらに制約をかけて導かれる。まず、 と書き直し、主体i

毎にパラメータθ
i
が変動することを許すようなモデルをNB1モデルと呼び、分散関数は次の

ように与えられる。

このモデルを次のように対数尤度関数に変換し、それを最尤法推定すればいい。

最適化の１階条件は次のように表される。

ここで を検定し、それが棄却できなければポアソン分布に従っていると判断され、棄

却されればポアソン分布は採用できないことを意味する。

また、パラメータθは各主体共通で、 で定数であると仮定したモデルをNB2モデ

ルとよび、分散関数は次のように与えられる。

このモデルを対数尤度関数に変換し、それを最尤法推定すればいい。

１階条件は次のように与えられる。
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ここで であれば時、NB1モデルもNB2モデルもポアソンモデルに収束する。

NBモデルがポアソン回帰モデルで近似できるかどうかを検定するひとつの方法は次の式を

OLS推定して係数αがゼロであるかどうかを見るというものである。

ここで あるいは で表される関数であり、 とする。帰無

仮説 では となり、ポアソン分布が棄却できないことになる。これは先

に述べたoverdispersionかどうかを検定していることになる。

ポアソン回帰モデル、NB1モデル、NB2モデルの３つの推定方法のうち、ポアソン回帰モ

デルが選択されるかどうかは、上で述べた か を検定すればよい。NB1モデルと

NB2モデルの間の選択に関しては通常のカイ二乗分布に基づく尤度比検定を行うか、同じく

カイ二乗分布に基づくワルド検定を行うのが一般的である。

６．実証結果

図表１－９は変数の定義、図表１－10は数値データの基本統計量、図表１－11は上述のポ

アソン回帰モデル、NB1モデル、NB2モデルの結果が報告されている。また、既に説明した

通り、非線形モデルのポアソン回帰、NB1、NB2の各モデルのパラメータを単純に比較して

評価することはできないので、大まかなパラメータサイズを理解するために線型モデルであ

るOLS推定の結果も報告してある。

推定されたパラメータの値はポアソン回帰、NB1、NB2ともほぼ等しい。符号条件はOLS、

ポアソン、NB1、NB2ともほぼ等しい。また、有意性はポアソン回帰モデルが高いが、他の

３つは似たような値をとっている。また、モデル選択について言えば、NB1とNB2の前では

前述したカイ二乗検定によってポアソン回帰は棄却される。NB1とNB2では差はあまりない

が、限界的には尤度比検定によってNB1が選ばれるのが適切ではないかと判断できる。NB1

モデルが選択されるということは、サンプルにはかなりの異質性が見られることを示唆して

いる。

具体的に有意な説明変数について見ていこう。説明変数の最初の６個が求職側のデータで、

性別、前職の月給、新職の月給、就業形態（１＝一般、２＝パート、３＝季節労働）、年齢、

年齢の２乗である。ここでは前職の月給を除いて全て有意になっている。とりわけ新職の月
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図表１－９　変数表



給と就業形態は大きな値を取るほど求職日数が短くなることがわかった。性別は女性の方が、

求職日数が長引くことを意味している。また、年齢は1次の項が正で２次の項が負であるの

で、上に凸の関数になっており、求職日数が最長となる年齢が求められることを意味してい

る。実際には48－49歳あたりで平均113日が最長となっている（図表１－12参照）。

次の７つの変数が求人側のデータである。すなわち、採用人数、就業時間（パート時間）

数、週所定労働日数、労働組合の有無（０=初期値、１=なし、２=あり）、育児休業の取得

実績（０=初期値、１=なし、２=あり）、介護休業の取得実績（０=初期値、１=なし、２

=あり）、創業年の７つである。この中では、採用人数、就業時間、育児休業の取得実績な

どが有意になっている。前２者は負で有意であり、求職日数を減らす効果があるが、育児休

－28－

図表１－10 基本統計量

注）第３期のデータを使用。数値データとして意味のない変数の統計量は削除した。



業の取得実績はむしろ求職日数を長引かせる効果がある。すなわち、育児休業取得実績のあ

る会社であれば、求職日数を伸ばしてもそこに採用されたいという反応が出ていると考えら

れる。
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図表１－11 求職日数推定モデル

注）第３期のデータのみを使用。

図表１－12 年齢と求職日数の関係



ハローワーク関連の変数は12個入っている。その中で統計的に有意な変数は、ハローワー

ク総職員数、就職支援アドバイザー数、就職支援ナビゲータ数、相談部門相談員数、求人相

談員数、土日祝日開庁（０=なし、１=あり）などであり、その中では就職支援ナビゲータ

数が一貫して負に有意の効果を持っており、求職日数を短縮する効果が伺える。他の変数は

正で有意であるが、これらの変数の数値が大きいのは首都圏で比較的規模の大きなハローワ

ークであり、そこでは求職者のばらつきも大きく、求職日数が長くなっていることを反映し

ているのではないかと思われる。ここではハローワークに関する変数は外生変数（所与）と

して扱っているが、求職者数や求職日数の長さとハローワークの職員数には多少の内生的関

係があるかもしれない。ハローワーク内での人員配置のバランスなどについては、さらに詳

細に分析する必要があると思われる。

７．終わりに

本章で考察したことは、ジョブ・サーチ・モデルに職業紹介機関としてハローワークの役

割を明示的に導入し、それを計量経済学的に評価したことにある。そして分析上の枠組みと

してハローワークの運営をどのように考えればいいかということを検討した。実際、職業紹

介に関する業務データ利用は今回が初めてであり、この豊富な情報量を持つデータを十分に

は使いこなしておらず、また、その利用方法に関しても十分な検討を加える時間的な余裕が

なかったことは事実である。

今後も、この業務統計を用いたハローワークの業務評価に関する研究が継続され、その成

果が蓄積され、職業紹介制度を十分に理解し、その統計の利点を生かした実証研究が続けら

れれば、労働行政上、極めて有用であり、国際的に見ても極めて水準の高い労働政策研究に

なると思われる。
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第２章　ハローワークのマッチング効率性についての分析

－求職行動に着目して－

１．本章の研究目的

労働市場を介して円滑に転職できるような環境の実現は、労働者にとって重要なセーフテ

ィネットとなる。なかでも求人と求職の結びつきを支援する職業紹介サービスが効率的に機

能することは、そのような環境の実現においては不可欠な条件となる。本章の目的は、そう

した職業紹介サービスの重要な担い手であるハローワークを対象に、離職してから３ヶ月以

内の就職率、求職期間（離職期間）、転職後賃金という３つのマッチング効率性を測る成果

指標を用いて、その職業紹介機能を検証することである。

ハローワークでは、よりよい職業紹介を行うため、あるいは職員の職業能力・職業紹介サ

ービス向上のためのさまざまな取組みが行われている。本章では、それらの取り組みの実態

を明らかにするとともに、マッチング効率性に有効な取り組みとは何かについて検証する。

その際、前職で雇用保険に加入していて、離職した後に雇用保険の受給手続き及び求職申込

みをした者同士の比較に基づく分析を行うことになるが、マッチング効率性は、ハローワー

クの属性や取組みだけでなく、求職者本人の属性や労働市場特性などの地域要因にも強く規

定される。そこで、これらの要因についても可能な限りコントロールした上で分析を行う。

２．分析の方法

２．１　分析に用いるデータ

分析で用いるデータは、職業安定業務統計および雇用保険業務統計から作成したものであ

る（以下、業務統計と呼ぶ）。これらは、前職で雇用保険に加入しており、2005年８月１日

～31日の間に離職しかつ離職後にハローワークに雇用保険受給手続き及び求職申込みをした

者であるが、そのうち、結婚、出産、育児や定年といった理由で労働市場から完全に退出し

てしまい、転職を望まない可能性のある人（判断された人）を分析対象から外すために、15

歳以上50歳以下の男性にサンプルを限定する。その上で、さらにハローワーク大阪港労働と

ハローワークあいりん労働で求職活動を行った者と障害者を除いたサンプルを分析対象とす

る（以下、分析対象者と呼ぶ）。

他方、業務統計からだけでは、ハローワークの属性や取組みについての情報を十分に得る

ことができないため、全国すべての公共職業安定所長を対象としたアンケート調査『ハロー

ワークの業務に関する調査』を実施することにより、これらに関する情報を補完する（以下、

アンケート調査と呼ぶ）。さらには、（３）で後述するが、主に地域属性に関する情報などを

外部データにより補完することで、最終的な分析用データを作成する。
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２．２　計量分析の方法

本章では、離職してから３ヶ月以内の就職率を高める、求職期間（離職期間）を短くする、

あるいは転職後賃金を高める要因、すなわちマッチング効率性を規定する要因についての分

析を行う。ここで、分析の枠組みを確認しておこう。

離職してから３ヶ月以内の就職率についての分析は、離職後３ヶ月以内に就職した場合を

１、そうでない場合を０とするダミー変数を作成し、これを被説明変数としてプロビット分

析を行う。また、求職期間についての分析は、業務統計の抽出日時である2006年７月13日に

おいて就職している場合をcensored（求職期間が完結）、就職していない場合をuncensored

（求職期間が継続）とした、サバイバル分析を行う。

さらに、これらの変数について、次の２つの枠組みで分析を行う。第１は、ハローワーク

に紹介された就職先に就職した者（以下、ハローワーク経由就職者）とそれ以外の者との比

較である。この比較を行うことで、ハローワークのどのような属性や取組みがハローワーク

による紹介のマッチング効率に影響しているのかを明らかにすることを目指す。

その一方で、ハローワークには職業紹介に至る前に求職方法の伝授や職業相談といったサ

ービスを求職者に提供するという機能もある。ハローワークで求職申込みをした者が、必ず

しもハローワークが紹介した企業に転職するとは限らず、ハローワーク以外の経路を用いて

転職する場合もある。今回の分析対象者は皆、離職後にハローワークに雇用保険受給手続き

及び求職申込みをした者であるから、なんらかの形でハローワークと関わった人々であり、

そのプロセスにおいてハローワークから受けたサービスが、求職者の求職行動に影響を与え

る可能性は否定できない。たとえば、ハローワークで職業相談をうけることで、その人にマ

ッチした仕事の選び方を習得する、あるいは留保賃金が下がることによって、ハローワーク

の紹介する仕事の選択には至らないものの、その他の職業紹介機関等の紹介による仕事を受

け入れ、転職することができるということなどが考えられる。こうしたハローワークの効果

についても考慮するために、第２の分析フレームワークとして、分析対象者のうち転職経路

をハローワーク経由に限らず就職した者とそれ以外の者とを比較し、ハローワークのどのよ

うな属性や取組みが求職者の就職成功率を高めたり、求職期間を短縮したりするのかを明ら

かにする。以後は、このような就職を、単に「就職」と呼ぶ。したがって、この「就職」に

ついては、ハローワークの職業相談や求職方法伝授といった側面からの機能について、一方、

「ハローワーク経由就職」については、そうした機能に加えて、いかに求職者にマッチした

求人を提供できるかといった紹介機能も含めたより包括的なハローワークの機能についての

検証とみなすことができよう。

転職後賃金の規定要因についての分析は、対数転職後賃金を被説明変数とするOLS分析を

行う。転職後の賃金は、求人と求職者とのマッチングの質を示す指標であるから、ここでは

ハローワークの包括的な職業紹介機能を検証するため、ハローワーク経由で就職した者に分

析対象を限定する。
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２．３　主な変数

分析に用いる説明変数は、求職者の個人属性、ハローワークの基本属性、ハローワークの

職業紹介サービスの強度、ハローワークの的確な職業紹介を行うために実施している取組み

と職員の職業能力や職業紹介サービス向上のための取組みに関する変数、そして地域属性に

関する変数である。これらを詳細にみていこう。

求職者の個人属性に関する変数として、年齢、年齢の二乗項、結婚の有無、扶養家族の人

数、転居を伴う転職が可能かどうか、学歴、運転免許の有無を用いる。また、求職活動に対

して積極的な人のほうが、そうでない人よりもより良いマッチングを達成できると考えられ

る。離職してすぐに求職活動を始める人は転職に積極的、逆に、離職してからなかなか求職

活動を始めない人は転職にさほど熱心ではない、または転職の早急な実現を必要としていな

いとみなせるだろう。そこで、求職活動に対する積極性の代理変数として、離職してから求

職活動を開始するまでの日数を用いることにする１。

また、雇用保険の受給状況も、求職者の職探し行動に影響を与えると考えられる２。そこ

で、求職期間についてのサバイバル分析においては、月単位のtime-varying変数として、雇

用保険の受給ダミー変数と、受給者についてはさらに雇用保険受給期間終了まで１ヶ月未満

ダミーを作成し、計量分析に取り入れる。前者は、分析期間中のある月に雇用保険を受給し

ている場合、その月においては１、そうでない場合は０をとるtime-varying変数である。後

者は、分析期間中のある月に、雇用保険受給期間終了まで１ヶ月未満である場合、その月に

おいては１、そうでない場合は０をとるtime-varying変数である３。以上の変数の作成に必

要な情報は、業務統計から得ることができる。

次に、ハローワークの基本属性に関する変数として、ハローワークの半径500m以内の民

間の職業紹介事業所および地方公共団体の職業紹介事業所の有無とハローワークの職員数を

用いる。ハローワーク以外に求職者の利用可能な職業紹介サービス提供機関が多いほど、他

の条件が一定であっても「就職」確率は高まると考えられる。また、ハローワークのタイプ、

つまり求人型、求職型、求人・求職バランス型のどれに属するかを示すダミー変数も説明変

数として用いる。

ハローワークの職業紹介サービスの強度を代理する指標としては、夜間開庁の実施の有無４、

新規求職者1000人当たりの職員数、相談員数、就職支援アドバイザー数、就職支援ナビゲー

ター数、再就職プランナー数５、ならびに職業相談窓口数、求人自己検索装置設置台数を用
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１ 求職活動開始年月日から離職年月日を差し引いて作成した。
２ 小原（2002）を参照のこと。
３ 変数の定義から明らかであるが、雇用保険受給期間が終了している月も１となる。
４ 土日開庁の有無も職業紹介強度の指標の候補として挙げることができるが、夜間開庁を行っているハローワー
クは土日開庁も行っているため、ここでは夜間開庁の実施の有無のみをハローワークの職業紹介強度の指標とし
て用いることとした。
５ 相談員数は就職支援アドバイザー数と就職支援ナビゲーター数と再就職プランナー数の合計である。よって、
後述する計量分析においては、新規求職者1000人あたり就職支援アドバイザー数をリファレンスグループとして
いる。



いる。新規求職者1000人当たりの変数は、求職者1000人当たりが職員ならびに相談員から享

受できる職業紹介サービス強度の代理指標である。職業紹介サービスの強度の指標は、本来

であれば、「求職活動のための来所者」当たりの数値として測ったほうがより正確であるか

もしれないが、本分析ではこの情報を得ることができなかったため、ここでは「新規求職者

1000人当たり」の指標を用いた。また、職員数は相談・紹介部門に配置されている者以外も

含んでおり、大規模所になるほど、相談・紹介業務の占める割合が下がり、また相談員数は

ハローワークの都市部所在との相関が高い。そのため、これらを1000人当たりに換算しても、

その職員人数や相談員人数の相談・紹介業務充当分はばらついている可能性も残され、これ

ら指標で職業紹介サービスの度合いを測ることは、若干の正確性を欠く可能性が残される。

また、ある業務における経験は、その業務の遂行能力を高めると考えるのは自然であろう。

そこで、職業相談・紹介担当の職員および相談員の職業相談・紹介業務の平均経験月数とそ

の二乗項も、職業紹介サービスの強度の代理指標として使う。

分析の焦点となるハローワークの的確な職業紹介を行うために実施している取組みと、職

員の職業能力や職業紹介サービス向上のための取組みについての変数については、アンケー

ト調査から作成する（以下、両者をあわせて、ハローワークの取組み変数と称す）。前者は、

「昨年度一年間に（平成17年度）、貴所では、的確な職業紹介を行うために、以下の取組みを

実施しましたか」というアンケート調査の以下の９つの項目に対する実施の有無から作成し

ている。その９つの項目とは、①担当者予約制による職業紹介、②未充足求人に対する要件

緩和の助言、③朝または夕方の求職票と求人票の突合作業、④事業所訪問、⑤雇用保険受給

者に対する認定日ごと職業相談、⑥部門間の情報交換会、⑦貴所で自主的に企画するセミナ

ーや講習会、⑧自己探索装置を利用する者の職業相談窓口への誘導、⑨個々の求職者のニー

ズにあわせた個別求人開拓、であり、それぞれに対して「実施した」との回答の場合1、「実

施しなかった」の場合０とするダミー変数を、計量分析では用いる。

また、後者については、「昨年度に（平成17年度）、貴所では、職員または相談員の専門能

力やサービスの向上をはかるために、以下の取組みを自主的に実施しましたか」という設問

の、（a）業務に関する技能・知識を高めるための研修（キャリアコンサルティング研修を除

く）、（b）キャリアコンサルティング研修、（c）接遇研修、（d）顧客満足度を高めるための

研修、（e）自主勉強会、（f）職業相談ケース検討会、という６つの項目に対して、「実施し

た」との回答の場合１、「実施しなかった」の場合０とするダミー変数を作成する。

そのほか、転職行動の分析において、地域属性の影響を無視することはできない。そこで、

地域属性を表す変数として、都市部か地方部かを識別する変数を用いる。具体的には、全地

域を東京23区・横浜・大阪・名古屋、東京23区・横浜・大阪・名古屋以外の政令指定都市、

政令指定都市以外の県庁所在地、その他の市町村の４つに分類し、その分類に沿ったダミー

変数を作成する。従ってこの分類では、前者ほど大都市を指す。さらに、分析対象者が離職

した時期である2005年８月の都道府県別失業率を用いることで、その地域の労働市場特性の

－36－



把握を試みる。

以上が、ハローワークの属性や取組み、ならびに求職者本人の属性や労働市場特性等のマ

ッチング効率性に影響を与える説明変数である。しかしながら、これらの説明変数では把握

されないが、ハローワークのマッチング効率に影響を与えるだけでなく、ハローワークの取

り組みとも関連する変数が存在すると推計上の偏り（バイアス）が生じてしまうという問題

が発生する。その要因の第一として考えられるのが、より的確な職業紹介を行うための取組

みを実施したり、職員の職業能力やサービス向上に取り組んでいるハローワークほど、管轄

地域の経済状況や労働市場特性などの理由により、そもそもマッチング効率が低く、そのた

めにより積極的に取組みを行っているという可能性である。この問題が発生している場合、

ハローワークの取組みの効果が過小に推定される傾向がある。そこで、分析対象となる個々

のハローワークを識別するダミー変数（ハローワークダミー）を計量分析モデルに取り入れ

る。具体的には、たとえばハローワークAダミーはハローワークAの利用者は１、利用しな

かった人は０をとる変数ということになる。分析対象となるハローワークの総数は465なの

で、ハローワークダミーの数は464個となる。これらハローワークダミーを説明変数に取り

入れることで、その他の説明変数では把握できない各ハローワーク固有の事情をコントロー

ルした上での、取り組みの効果を推計することが可能となる。

ハローワーク固有の事情は上記のハローワークダミーによってコントロールが可能である

が、これらのダミーはかなりの自由度を奪うことから、第４節の計量分析ではハローワーク

ダミーを入れた場合と入れない場合の推計を実施する。ハローワークダミーを入れない場合

にそうしたバイアスをコントロールする手段として、求職者自身の「就職困難度（エンプロ

イヤビリティの低さ）」の代理変数を説明変数に含めた推計も行う。これは、就職困難者の

多いハローワークにおいて特に取組みが積極的になされている場合、そうした取組みの効果

が過小に推定される傾向を、求職者のエンプロイヤビリティの代理指標として、前職の在職

日数を推定式に加えることを通して、排除しようという試みである。前職の在職日数が長い

ほど、エンプロイヤビリティが高いのであれば、前職の在職日数はマッチング効率性に正の

効果をおよぼすが、在職日数の長さがエンプロイヤビリティの低さを表す可能性もある。こ

のように、前職の在職日数がエンプロイヤビリティと正の相関をもつか負の相関をもつかは

理論上自明ではないが、エンプロイヤビリティとの相関があれば、代理変数として有効に機

能することが期待される６。

－37－

６ ただし、代理変数として機能するために満たされなければならない他の条件、たとえば前職の在職日数が一定
であれば、就職困難度とハローワークの取り組みとの相関が消滅するといった点を前職の在職日数が満たすかど
うかは不明であり、そうした点からも、本分析で用いた代理変数では、推計上のバイアスを完全に排除できてい
ない可能性は残る。



２．４　本章での就職の定義と、利用データの留意点

最後に、本章で定義する就職とは何かを説明し、利用データについて留意すべき点をまと

めておく。

本章では、雇用保険業務統計において、得喪トレーラーに2005年８月一ヶ月の間の日付が

離職等年月日として記載されている者を離職者とし、その離職日より後の日付の資格取得年

月日のある得喪トレーラーが存在する場合を就職した、つまり転職成功と定義している。つ

まり、このデータから把握できる就職とは、雇用保険加入を伴う就職しか捉えられていない。

しかし、現実には、後の得喪トレーラーがない場合でも転職を実現した者がいるはずである。

さらに、ハローワーク求職者のうち自営業、専業主婦、フリーター、短時間就労者（20時間

未満）等、雇用保険被保険者ではなかった求職者及び在職求職者で資格喪失しなかった者に

ついては基本となる被保険者台帳データに含まれておらず、そもそも雇用保険業務統計にお

いては情報を把握することができず、今回の分析対象外となってしまっている。

また、ハローワーク経由就職の定義であるが、職業安定業務統計の求職台帳につらなる紹

介状況トレーラー内に採否という項目があるが、ここで採用と入力されている場合をハロー

ワーク経由就職としている。つまり、求職台帳を捕捉できることがハローワーク経由就職者

把握のための大前提となるわけだが、ここで得られる求職台帳ヘッダーは、詳細は第Ⅲ部・

参考資料にゆずるが、基本となる被保険者台帳データと「雇用保険被保険者番号」が連動し

ている求職台帳ヘッダーであり、雇用保険被保険者番号を求職受理時に登録しないハローワ

ーク求職者の求職台帳ヘッダーについては抽出されていない。つまり、①在職期間が短いせ

いなどで、雇用保険受給資格が得られずにハローワークを利用した者、②離職後、離職票の

交付前にハローワークを利用したが、交付後も雇用保険手続きをとらなかった者、③在職中

からハローワークを利用し、分析対象期間中に資格喪失をしたが、雇用保険受給手続きをと

らなかった者は、このデータからは把握できていない７。

以上説明したように、本章の分析対象は、あくまでも前職で雇用保険に加入しており、か

つ2005年８月１日～31日の間に離職しかつ離職後にハローワークに雇用保険受給手続き及び

求職申込みをした者のみであり、それ以外の人は分析対象となっていない。つまり、本研究

の利用データでは、分析対象期間に離職したすべての人、ハローワークで求職活動を行った

すべての人、ひいては転職に成功した人すべてを把握できているわけではないことに、十分

な留意が必要である。

３．主な変数の基本統計量

計量的な分析を行う前に、ここで、本章で取り上げるマッチング効率性を測る成果指標の

うち、離職してから３ヶ月以内のハローワーク利用者の就職率、ハローワーク経由就職率な

－38－

７ ハローワーク利用者のなかで雇用保険受給者の占める割合は、平均的には約４割となっている。



らびに転職後賃金の基本統計量を確認する（図表２－１）。

次に、全国469のハローワーク（本所）における８、職業紹介を行うにあたってのさまざ

まな取組みの実施状況を、アンケート調査の結果に基づきまとめたのが、図表２－２、２－

３である。まず図表２－２は、「より的確な職業紹介を行うため」の取り組みの実施状況を

示している。担当者予約制による職業紹介を実施しているハローワークの割合は５割を切る

が、その他の取組みについてはほとんどのハローワークで実施していることがわかる。

次に、職員または相談員の専門能力やサービスの向上をはかるための自主的な取組みを行

っているハローワークの割合をまとめたのが、図表２－３である。業務に関する知識を高め

るための研修や接遇研修については９割程度のハローワークが行っているが、職業相談ケー

ス検討会、自主勉強会については約５割、顧客満足度を高めるための研修については４割、

キャリアコンサルティング研修については１割が実施しているにとどまっている。

－39－

８ このハローワーク数は、アンケート調査実施時点の2006年７月現在のものである。

図表２－１　離職してから３ヶ月以内の就職率

注：対数転職後賃金は、±4σでデータを除外。

図表２－２　より的確な職業紹介を行うための取組みを実施しているハローワークの割合

注：無回答のハローワークを除く。



４．計量分析の推定結果

４．１　離職後３ヶ月以内の就職確率について

本節では、２節で説明した分析の枠組みにのっとって、計量分析を行った結果を報告する。

基本統計量、ならびにマッチング効率性の指標と各説明変数の関係をみたクロス表は、附表

として章末にまとめている。

離職してから３ヶ月以内の就職確率（ハローワークの紹介先以外に就職した場合も含む）

についてのプロビット分析の結果（限界効果）を示したのが、図表２－４と図表２－５であ

る。前者はハローワークダミーで各ハローワーク固有の事情をコントロールしていないのに

対し、後者はハローワークダミーでコントロールした結果である。

まず、個人属性の効果からみてみよう。必ずしも統計的に有意ではないが、年齢が高い人

ほど逓減的ではあるが就職確率の上がる傾向がみられる。また、結婚している人、扶養家族

の人数が多い人、転居を伴う転職が可能な人、学歴が高い人ほど、就職確率は高くなる。さ

らに、運転免許を持っている人のほうが就職確率は高い。そして、離職してから求職活動を

開始する日数が長い人ほど就職確率は低い。

次いで、地域属性については、東京23区・横浜・大阪・名古屋という大都市とくらべて、

政令指定都市以外の県庁所在地や、その他の市町村のほうが就職確率は高い。また、失業率

の高い都道府県ほど就職確率は低く、地域の経済情勢の影響を受けていることがわかる。

ハローワークの取組み変数の推定結果であるが、ハローワークダミーなしの図表２－４と

ハローワークダミーありの図表２－５を比べると、ハローワークダミーを入れると推定結果

が異なってくる。よって、ここでは、ハローワーク固有の状況を考慮に入れた推定結果であ

る図表２－５をみていこう。

ハローワークダミーをコントロールした場合、唯一統計的にもその有効性が認められるの

は、職業相談ケース検討会である。これを実施しているハローワークでは、離職後に雇用保

－40－

図表２－３　職員または相談員の専門能力やサービスの向上をはかるための自主的な取組み

を行っているハローワークの割合

注：無回答のハローワークを除く。



険の受給手続き及び求職申込みをした者の就職確率が統計的に有意に高くなっている。職業

相談ケース検討会を積極的に実施しているハローワークは、その求職者の支援を熱心に行っ

ているのみならず、この過程をとおして職員の相談技能の向上が図られている等の間接的な

効果が表れていると考えられる。

しかし、より的確な職業紹介を行うための取組みを行っているハローワークほど、そのハ

ローワークの管轄地域に固有な事情や経済状況などのせいでそもそもマッチング効率が低

く、そのためにより積極的に取組みを行っているという内生性の問題を完全にはクリアでき

ていない可能性が残され、ここでの分析結果には一定の留意が必要である。

４．２　離職後３ヶ月以内のハローワーク経由の就職確率について

離職してから３ヶ月以内のハローワーク経由での就職確率についてのプロビット分析（限

界効果）の結果を報告したのが、図表２－６と図表２－７であり、前節同様、前者ではハロ

ーワークダミーで各ハローワーク固有の事情をコントロールしておらず、後者はハローワー

クダミーでコントロールした結果である。

個人属性については（１）節の分析と同じ様な傾向がみられる。必ずしも統計的に有意で

はないが、年齢が高い人ほど就職確率が上がり、その上がり方は逓減的である。また、結婚

している人、扶養家族の人数が多い人ほど就職確率は高くなる。また、学歴をみると、中卒

の人とくらべると高卒、短大卒の人で就職確率が高い。さらに、運転免許を持っている人の

ほうが就職確率は高い。そして、離職してから求職活動を開始する日数が長い人ほど就職確

率は低い。

東京23区・横浜・大阪・名古屋という大都市とくらべて、その他の地域のほうがハローワ

ーク経由の就職確率は高くなる９。また、失業率の高い都道府県ほど就職確率は低く、地域

の経済情勢の影響を受けていることがわかる。

ハローワークの取組み変数の推定結果であるが、ハローワークダミーなしの図表２－６と

ハローワークダミーありの図表２－７では統計的有意性など推定結果が異なっており、ハロ

ーワーク固有の状況に規定される部分が大きいと考えられる。

４．３　求職期間について

業務統計の抽出日時である2006年７月13日において就職している場合をcensored、就職し

ていない場合をuncensoredとし、求職期間の規定要因をサバイバル分析を用いて推計した

結果を報告したのが、図表２－８である。ここではハローワークの紹介先以外への就職も含

めた求職期間が分析対象である。求職者の属性の効果としては、年齢が高い人ほど就職率ハ

ザード（以下、就職率）は低い（求職期間が長くなる）。結婚している人、扶養家族の人数

－41－

９ 黒澤（2005）と整合的な結果である。
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図表２－４　離職後３ヶ月以内の就職率についてのプロビット分析（限界効果）
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注１：カッコ内の数値はz値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。



－45－



－46－

図表２－５　離職後３ヶ月以内の就職率についてのプロビット分析（限界効果）
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注１：カッコ内の数値はz値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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図表２－６　離職後３ヶ月以内のハローワーク経由の就職率についてのプロビット分析（限界効果）
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注１：カッコ内の数値はz値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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図表２－７　離職後３ヶ月以内のハローワーク経由の就職率についてのプロビット分析（限

界効果）
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注１：カッコ内の数値はz値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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が多い人、転居を伴う転職が可能な人ほど、就職率は高く、また、学歴が高い人のほうが就

職率は高い傾向がある。さらに、運転免許を持っている人のほうが就職率は高い。離職して

から求職活動を開始する日数が長い人、つまり求職活動に対して少なくとも開始時点は熱心

ではないと考えられる人ほど、就職率が高くなるという結果は（２）の分析結果と非整合的

であるが、期間を限定しない場合、かえってこうした人々の就職確率が高いのかもしれな

い。

そのほか、東京23区・横浜・大阪・名古屋という大都市とくらべて、そのほかの都市、市

町村のほうが就職までに時間がかかる。ハローワークの属性については、規模の大きいハロ

ーワークほど就職率は高い傾向がみられる。

ハローワークの取組み変数の推定結果は図表２－７（３）～（６）式で報告されている。

ハローワークダミーなしが（３）～（４）式、ハローワークダミーありが（５）～（６）式

である。ハローワークダミーなしの（３）～（４）式では職業相談ケース検討会の実施が離

職期間の短縮をもたらす傾向が見出せるが、ハローワークダミーを用いた推定を行うと、

（５）～（６）式にあるように、その取り組みの効果にまったく有意性がみられなくなる。

すなわち、離職してから就職するまでの期間の長さはハローワーク固有の状況に規定される

部分が大きく、特定な取り組みの影響は小さいことが窺える。

次に、ハローワーク経由で就職した場合のみを離職期間の打ち切りとした、離職期間につ

いてのサバイバル分析の結果を報告したものが図表２－９である。求職者属性の効果として

は、既婚、学歴が高い、さらに、運転免許を持っている人のほうがハローワーク経由での就

職率は高い傾向がある。離職してから求職活動を開始する日数が長い人、つまり求職活動に

対して少なくとも開始時点は熱心ではないと考えられる人ほど就職率が高くなるが、この結

果は前節のサバイバル分析と同様、本節（２）の分析結果と非整合的であり、今後検討が必

要である。

地域属性をみると、必ずしもすべてにおいて統計的有意な結果とはなっていないが、東京

23区・横浜・大阪・名古屋という大都市とくらべて、そのほかの都市、市町村のほうが就職

率は高い傾向がみられる。

ハローワークの取組み変数の推定結果は図表２－９（３）～（６）式で報告されている。

ハローワークダミーなしが（３）～（４）式、ハローワークダミーありが（５）～（６）式

である。ハローワークダミーを入れると、統計的有意性が異なり、とくにハローワークダミ

ーをいれると、その取り組みの効果にまったく有意性がみられなくなる。すなわち、ハロー

ワーク経由で就職するまでの離職期間の長さはハローワーク固有の状況に規定される部分が

大きく、ハローワークによる特定な取り組みの影響は残念ながら小さい。
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図表２－８　離職してから就職するまでの期間についてのサバイバル分析の結果
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注１：下段のカッコ内の数値はt-値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
注３：Cox-Proportional Hazardモデルを用い、Efronの方法を用いた。
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図表２－９　ハローワーク経由で就職するまでの離職期間についてのサバイバル分析の結果
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注１：下段のカッコ内の数値はt-値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
注３：Cox-Proportional Hazardモデルを用い、（１）～（４）はEfronの方法を、（５）～（６）はBreslow

の方法を使った。



４．４　転職後賃金について

ハローワーク経由で就職した人の転職後賃金の規定要因について、OLSの手法を用いて推

計した結果を報告したのが、図表２－10と図表２－11である。これまでと同じく、前者では

ハローワークダミーで各ハローワーク固有の事情をコントロールしておらず、後者はハロー

ワークダミーでコントロールした結果である。

まず、転職前賃金の高い人ほど、賃金の高い転職を実現することがわかる。また、年齢が

高い人ほど転職後賃金は高く、年齢の二乗項の係数がマイナスであることから、その度合い

は逓減的であることが分かる。結婚している人、扶養家族の人数が多い人、転居を伴う転職

が可能な人ほど、転職後賃金は高くなる。また、大学・大学院卒者で転職後賃金は高い傾向

にある。さらに、運転免許を持っている人のほうが転職後賃金は高い。

そして、必ずしも統計的に有意ではないが、東京23区・横浜・大阪・名古屋よりも、その

他の地域のほうが、転職後賃金が低い傾向がみられる。

また、必ずしもすべての推定式で統計的に有意ではないが、夜間開庁を実施しているハロ

ーワークで求職活動を行った分析対象者のほうが、転職後賃金が高くなっているが、これは

夜間開庁の効果というよりも、夜間開庁しているハローワークの、地域ダミーではとらえき

れない「都心部」という特性がもたらしている結果である可能性もある。

ハローワークの取組み変数の推定結果であるが、ハローワークダミーなしの図表２－10と

ハローワークダミーありの図表２－11では統計的有意性などの点で推定結果が異なってお

り、やはり転職後賃金についても、ハローワークの取り組みよりも、各ハローワーク固有の

状況に規定される部分が大きいと考えられる。

５．むすび

本章では、就職率、求職期間（離職期間）、転職後賃金といったマッチング効率性の成果

指標に影響を与えると考えられる求職者の個人属性、地域属性、ハローワークの基本属性、

をコントロールした上で、それらマッチング効率性を示す成果指標にハローワークの職業紹

介サービスの強度、ならびにハローワークの的確な職業紹介を行うために実施している取組

みや職員の職業能力や職業紹介サービス向上のための取組みがどういった影響を与えている

のかを計量的分析によって検証した。

その結果、求職者の個人属性や地域属性は、これら成果指標に対して強く影響を与えるこ

とが示されたが、ハローワークの基本属性、ハローワークの職業紹介サービスの強度、ハロ

ーワークの取組みに関しては、統一的な傾向を見出すことはできなかった。個々のハローワ

ークに固有な効果を固定効果として考慮しない分析では、ハローワーク管轄地域に固有な情

報を十分にコントロールできなかったことがその要因であると考えられるが、ハローワーク

の固定効果を考慮した分析では、いずれの成果指標も固定効果に規定される部分が大きく、

ハローワークの取組みに統計的に有意な効果を見出すことはできなかった。
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図表２－10 転職後賃金についてのOLS分析の結果
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注１：下段のカッコ内の数値は標準偏差。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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図表２－11 転職後賃金についてのOLS分析の結果
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注１：下段のカッコ内の数値は標準偏差。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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また、本章の分析対象は、離職者ならびにハローワークで求職活動をした者の全国すべて

の人を把握できているわけではなく、２節の（４）にまとめたようなサンプル・セレクショ

ンが生じている。くわえて、このサンプル・セレクションのせいで、推定結果にどのような

バイアスが引き起こされているかが、必ずしも明確ではない。よって、ハローワークの属性

や取組みがマッチング効率性に与える影響について確定的な結論を導き出すためには、今後、

データの整備の実施などを通じてデータ上の問題点を克服した上での分析が待たれる。

参考文献
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新聞社、第８章: pp163-186.

小原美紀（2002）「失業者の再就職行動：失業給付制度との関係」、玄田有史・中田喜文編

『リストラと転職のメカニズム』、東洋経済新報社、第９章: pp195-210.

《第２章の附表》

本章で計量分析に用いた変数の基本的な属性や関係をまとめた表を、以下で附表として掲

載する。また、二変数についてのクロス表については、グループ間差異の検定は行っていな

いため、統計的に有意になんらかの傾向が見いだせるというわけではない。他に介在する変

数をコントロールした上での各取り組みがマッチング成果指標に与える効果については、第

４節の計量分析を参照されたい。
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附表１　分析サンプルの地域別の分布
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附表２　分析サンプルの都道府県別失業率別の分布

附表３　地域別・離職後３ヶ月以内の就職率

附表４　地域別・離職後３ヶ月以内のハローワーク経由の就職率

附表５　地域別・対数転職後賃金の分布
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附表６　都道府県失業率別・離職後３ヶ月以内の就職率

附表７　都道府県失業率別・離職後３ヶ月以内のハローワーク経由の就職率

附表８　都道府県失業率別・対数転職後賃金

附表９　ハローワークの職業紹介サービスの強度の基本統計量

注：夜間開庁を実施しているハローワークでは、土日開庁も実施している。
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附表10 夜間開庁の実施の有無と離職してから３ヶ月以内の就職率

附表11 夜間開庁の実施の有無と対数転職後賃金の分布

附表12 求職活動を行ったハローワークのより的確な職業紹介を行うための取組みの有無と

離職してから３ヶ月以内の就職率



－90－

附表13 求職活動を行ったハローワークのより的確な職業紹介を行うための取組みの有無と

離職してから３ヶ月以内のハローワーク経由での就職率

附表14 担当者予約制による職業紹介の実施の有無別の対数転職後賃金の分布

附表15 未充足求人に対する要件緩和の助言実施の有無別の対数転職後賃金の分布



－91－

附表16 朝または夕方の求職票と求人票の突合作業実施の有無別の対数転職後賃金の分布

附表17 事業所訪問実施の有無別の対数転職後賃金の分布

附表18 雇用保険受給者に対する認定日ごと職業相談実施の有無別の対数転職後賃金の分布

附表19 部門間の情報交換会実施の有無別の対数転職後賃金の分布
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附表20 ハローワークで自主的に企画するセミナーや講習会実施の有無別の対数転職後賃金

の分布

附表21 自己探索装置を利用する者の職業相談窓口への誘導実施の有無別の対数転職後賃金

の分布

附表22 個々の求職者のニーズにあわせた個別求人開拓実施の有無別の対数転職後賃金の分

布
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附表24 求職活動を行ったハローワークの職員の職業能力やサービス向上のための取組みの

有無と離職してから３ヶ月以内のハローワーク経由での就職率

附表25 業務に関する技能・知識を高めるための研修（キャリアコンサルティング研修を除

く）実施の有無別の対数転職後賃金の分布

附表23 求職活動を行ったハローワークの職員の職業能力やサービス向上のための取組みの

有無と離職してから３ヶ月以内の就職率
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附表26 キャリアコンサルティング研修実施の有無別の対数転職後賃金の分布

附表27 接遇研修実施の有無別の対数転職後賃金の分布

附表28 顧客満足度を高めるための研修実施の有無別の対数転職後賃金の分布
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附表29 自主勉強会実施の有無別の対数転職後賃金の分布

附表30 職業相談ケース検討会実施の有無別の対数転職後賃金の分布
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附表31 図表55ならびに57の基本統計量
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附表32 図表56ならびに58の基本統計量
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附表33 図表59の基本統計量
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第３章　雇用保険のマイクロデータを用いた再就職行動に関する実証分析

１．はじめに

日本の様々な場所で全く分権的に、かつ異なるタイミングや費用のもとで失業から就業へ

の移行あるいは失業を経ない転職が生じている。失業から再就職にいたるまでの費用や時間、

失業状態を経ないとしても転職に伴う様々な摩擦の程度は、求職者の特性に応じて、大きく

ばらついている。労働資源の再配分に伴うこうした不均一性を所与として、労働経済学やマ

クロ経済学においては、労働市場に関して新たな制度設計や精密な積極労働市場政策を描き

たいという観点から、特に再就職の成果に関して実証的、理論的な研究の蓄積がなされてき

た。そこでの主たる関心は、特定の労働市場政策が個々の再就職行動に与える影響の測定と

経路の特定にあるため、失業から就業への移行および転職に伴い発生する費用や時間のばら

つき具合と、こうしたばらつきを生む源泉について多くの統計的事実が積み重ねられている。

こうした労働移動に関わる費用や時間のばらつきは、個々の求職者属性だけでなく、労働市

場の地理的属性や求職・離職のタイミングといった求職者を取り巻く市場環境にも規定され

ると考えられるため、これまで様々な国・一国内の特定地域・期間にわたって特定の労働市

場政策、例えば雇用保険の基本手当が失業行動に与える影響について実証研究が進められて

きた。

日本においても小原（2002, 2004）のように、観察対象を大阪府と東京都の失業経験者、

あるいは転職経験者に限定した上で、雇用保険給付制度が失業期間に与える影響が推定され

てきた。そこでは求職者属性に存在する様々な異質性や所定給付日数の差など、求職者を取

り巻く労働市場環境の差を取り除いた上で、制度が失業行動に与える影響を推定し、雇用保

険の基本手当が失業長期化をもたらす可能性が見出された。しかしながらこうした注意深い

統計的推測を行い、標本同士を同一化させるほど、観測される標本点の数が減り、検定力が

落ちてゆく、という問題点が残されていた。この根本的な問題は当然ながら外国のデータを

用いた先行研究にも残る。van den Berg（2001）でまとめられているように、この検定力の

問題を克服するため、失業期間中の失業行動に対して研究者が極めて強い理論的制約を課し

た上で失業分析を進める、という方法が採られてきた。本章の目的は雇用保険から得られる

大規模なマイクロデータに基づき、失業期間に関する実証分析を行うことである。日本全国

を網羅した大量データを使用することで推定時の検定力を確保しつつ、個々の失業行動に関

してできるだけ緩い理論的制約の下で労働移動にかかる費用や時間のばらつきについて精確

な姿を明らかにしたい。また、経済理論が示すような求職と求人のマッチング関数がもたら

す多様で細かい含意についても、大量のマイクロデータを利用することで初めて、その理論

的詳細について実証的裏付けを得ることができる。現在でも国内外を問わず全国を網羅した

大量データを用いた失業分析の蓄積が進んでいないため、本研究の意義がここにある。

雇用保険制度に限ると、一般被保険者の場合、雇用保険の基本手当の所定給付日数は、原
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則、年齢や離職理由、被保険者であった期間といった再就職の困難さに応じて長くなるよう

設計されているほか、景気の悪化等により一定の要件を満たす地域内で広域職業紹介活動を

行う受給資格者について所定給付日数が延長されるなど、就職困難者ほど、長期間雇用保険

の基本手当を受け取ることができる。そこでは失業から再就業に伴う費用や時間のばらつき

は、こうした被保険者属性から最も強く規定されると想定されている。こうした制度設計が

妥当性を持つためには、労働移動費用や時間のばらつきを規定するような、データには通常

記録されていない求職者の異質性がこれらの項目にほとんど全て吸収されているという想定

が必要だ。大量データを用いることで、こうした求職者間の差異を十分考慮し、失業行動の

ばらつきの中心に位置する真の「平均的な」姿を明らかにすることが可能となる。本章はそ

のための平均的求職者の姿と、全く一様ではない労働資源の再配分に伴う費用と時間のばら

つきを規定する労働市場構造を明らかにする。

本章の構成を次に述べる。第２節では本章で用いるマイクロデータを概観する。マイクロ

データを概観することで、大量観察から得られる統計的事実をもとに、今後の実証分析の枠

組みの妥当性を確認する。続く第３節では求職者データと深く結びついた求職行動に関する

理論的枠組みを示す。その枠組みから直接導出されるマッチング関数を個々の求職者データ

から推定する。地域別にも推定を行い、労働市場の地理的側面とマッチング、失業期間の関

係を明らかにする。第４節では雇用保険の基本手当の受給が失業からの退出に与える影響を

推定する。特に雇用保険の基本手当の所定給付日数が終わる直前にどの程度多くの求職者が

失業から退出し再就職するか、その大きさを正しく推定する。第５節は雇用保険の基本手当

が再就職インセンティブにどの程度影響しているか、失業期間中の応募状況から推測する。

第６節では再就職後の勤続期間を決定する要因を検証する。特に、サーチ期間そのものの影

響を中心に考察する。最後に第７節で結論と未解決の課題、今後の展望を述べる。本章の構

成を図解すると図表３－１のように示されるだろう。

２．データ

２．１　データ抽出と分析に使用した標本について

本章で用いるデータは2005年８月に離職した被保険者について、求職者データに記載され

ている被保険者番号と一致する者を抽出している。自営業、専業主婦、フリーター、短時間

労働者（週20時間未満）等、雇用保険の被保険者でなかった者はデータに含まれていない。

抽出可能な範囲は被保険者台帳と求職台帳に登録された者に限定されるため、雇用保険の受

給資格が得られずにハローワークを利用した者や、移籍出向等離職票をハローワークに提出

しない者、雇用保険の受給手続をとらなかった者もデータから除いている。また、離職前に

再就職先が決まっていた者、離職時点で65歳以上の者、季節求職者（短期特例被保険者）、

日雇労働者もデータから除いた。

分析標本作成にあたって、支給記録の情報を分析に利用するため、雇用保険の基本手当受
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給者に分析標本を限定した。「求職活動開始から再就職まで」のサーチ期間を扱うケースと、

「離職から再就職まで」を扱うケースの双方を考慮した１。どちらのケースでも365日を超え

てサーチをする者は、再就職活動を行う者としては異質な者として分析から除外した。第６

節で報告するように、再就職後の定着率の分析については、①上記の条件をすべて満たす離

職者で、②再就職した者（再就職先で雇用保険の被保険者資格を取得した者）のうち、短期

特例被保険者（季節労働者、短期常態労働者）や高年齢継続被保険者を除いた者。すなわち、

週20時間未満の短時間労働者や自営業者等雇用保険の被保険者でなかった者、日雇労働者、

65歳以上の者に加えて、雇用保険の被保険者であっても季節労働者や短期の雇用に就くこと

を常態とする者は含まれていない。なお、週の所定労働時間が20時間以上30時間未満で１年

以上雇用見込みのある者として雇用保険被保険者となった場合には、分析標本に含めた。

２．２　雇用保険制度

分析に入る前に、我が国の雇用保険制度について、概観しておく。

我が国の雇用保険制度は、多くのOECD諸国等の失業保険関係制度と異なり、基本的に、

基本手当はそれまでの賃金の５～８割が、90日から360日の間支給される。原則として受給

期間は離職の日から１年以内であり、所定給付日数が残っていてもこれを超えると支給され

ない。諸外国の制度が、高めの給付の後、そのまま生活保護の色合いの強い、低額の給付に

移行して、数年のスパンにわたって支給されることとは大きく異なっている。当然、我が国

の制度としても生活保護制度は存在しているが、生活保護制度は、私有財産等も含めたより
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１ 上記のサンプル抽出により、サンプルは、どちらのケースでも必ず離職し、失業期間が存在した者となってい
る。

図表３－１　本章の見取り図



詳細なチェックの後に支給されるため、雇用保険の基本手当を受給していたからといってそ

のまま生活保護の対象となるものではない。

また、雇用保険制度は、労働者が失業した場合に必要な給付を行うことにより、労働者の

生活の安定を図るとともに、求職活動を容易にする等その再就職を促進することを主たる目

的としており、失業等給付は支給することが失業者の生活の安定とその再就職の促進を目的

とするものであることを明確にしている。こうした観点から、基本手当の受給が失業状態の

長期化を招くことがないよう基本手当の給付率については、離職時の賃金水準が高い者には、

賃金水準が低い者に比べ低い給付率を設定するとともに、給付の上限額を設定するという変

則的な定率制をとっている。また、所定給付日数については、年齢や離職理由、被保険者で

あった期間といった就職困難度を考慮して設定されている。したがって、一定以上の被保険

者期間があることを条件に、倒産・解雇による離職者や障害者等の就職困難者の所定給付日

数は手厚く設定されており、また、中高年齢者や被保険者期間が長い者ほど再就職が困難で

あること等も鑑みて、それらの者に対する所定給付日数は手厚く設定されている。

なお、基本手当の受給には、被保険者が離職し、労働の意思及び能力を有するにもかかわ

らず、職業に就くことができない状態（失業状態）にあることが要件となっており、この失

業の認定は、公共職業安定所において、４週間に１回、受給者に求職活動の進捗状況につい

て報告させるなど厳格に行われている。仮に、離職の状態であっても、労働の意思及び能力

がないと判断される場合には失業の不認定とされ、基本手当を受給することができないもの

となっている。また、離職した者が基本手当の支給を受けることができるためには、その失

業が非任意的なものであると社会的に是認され、それに対する保護の必要性が社会的に要求

されるべきものでなければならないという制度趣旨から、正当な理由のない自己都合離職者

については、３ヶ月間の給付制限があり、基本手当は３ヶ月間支給されないものとなっている。

２．３　標本属性

第３節から第６節までの各分析に入る前に、再就職行動と再就職後の就業行動を概観して

おく。図表３－２－１は、求職期間とともに失業状態から退出してゆく様子を示したもので

ある。パネルAは、求職開始からの日数と失業状態に留まる確率（残存率）を示している。

グラフ１を見ると、求職期間とともに残存率は下がることから、求職期間が経てば、失業か

ら退出してゆく（再就職してゆく）ことがわかる。また、残存率は一定の割合で下がってゆ

くのではなく、最初は緩やかであり、少し急になったあと、再び緩やかになる形状が確認さ

れる。さらに、微小ではあるがところどころで減少度が大きくなる（なめらかな曲線ではな

い）時点が確認される。

グラフ２は自発的な理由による離職の場合の、雇用保険の基本手当の所定給付日数と残存

率を示している。雇用保険の基本手当の所定給付日数が長いほど、グラフは全体的に上に位

置することから、所定給付日数が長くなるほど残存率は高い。
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グラフ３は非自発的な理由による離職の場合を示している。240日と270日の間には大きな

差はないが、90日、120日、180日の場合の残存率は240日以降よりも大幅に低い。非自発的

な理由においても、所定給付日数が長いほど求職期間が長いことがわかる。
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図表３－２－１　失業状態の残存確率

パネルA．求職～再就職までを「求職期間」として分析する場合（427,673サンプル）
グラフ１：求職期間と失業状態であり続ける確率

グラフ２：自発的理由による失業の場合 グラフ３：非自発的理由による失業の場合

パネルB．離職～再就職までを「求職期間」として分析する場合（428,622サンプル）
グラフ１：求職期間と失業状態で有り続ける確率



パネルBは、離職からの日数と失業状態の残存率を示している。この図でも、パネルAと

類似の傾向が確認できる。

再就職した人は、その後どのような就業行動をとるだろうか。図表３－２－２は、再就職

後の定着の様子を示している。グラフ２によると、再就職後の日数とともに、徐々に就業状
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図表３－２－２　再就職後の就業状況

グラフ１：再就職後の就業日数と就業状態であり続ける確率（119,955サンプル）

グラフ２：再就職時年齢と再就職後の就業確率 グラフ３：失業理由と再就職後の就業確率

グラフ２：自発的理由による失業の場合 グラフ３：非自発的理由による失業の場合



態から抜け出してゆく（離職する）ことが分かる。最初大きく減りその後緩やかになる（下

にたるんだ）グラフの形状は、再就職してもすぐにやめる人が存在し、しばらくするとその

傾向は止まることを示している。
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グラフ４：求職期間と就業確率
（a）求職～再就職までの日数を求職期間とする場合 （b）離職～再就職までの日数を求職期間とする場合

（b）離職後30日以内に１社目に応募したかどうか
グラフ５：失業時、最初の1社目に応募した時期と再就職後の定着確率
（a）求職後30日以内に１社目に応募したかどうか

グラフ６：失業時、最初の１社目に応募した時期と再就職後の定着確率－その２
受給期限の60日以上前に１社目に応募していたかどうか
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図表３－２－３　求職時のサンプル属性

パネルA．求職活動開始～再就職までを「求職期間」として分析する場合

パネルＢ．離職～再就職までを「求職期間」として分析する場合



グラフ２では、年齢別にこの様子を描いた。60代のみ就業確率が高い、すなわち定着率が

高いが、その他の年齢層では定着率に大きな差はない。グラフ３は、失業した時の理由が自

発的なものであったかどうかで分類している。非自発的な理由で離職した者で定着率が高い。

グラフ４は、求職開始から再就職までの期間と定着率の関係（左図a）と、離職から再就

職までの期間と定着率の関係（右図b）を示している。180日まではほとんど差がないが、

181日以降、定着率は大きく減少することが分かる。そして、181日以降は、求職期間が長く

なるほど定着率は低くなる。181日以降の定着率の減少が大きいため見えにくいが、離職か

ら再就職までの期間（右図b）で見ると、121日以上と120日以内での差も存在する。すなわ

ち、181日以降に関しては、求職期間が長い人ほど定着率が悪い。

グラフ５と６は失業時の求職活動の様子と定着率の関係を示している。グラフ５では求職

活動において求職活動の開始直後からジョブに応募していた者ほど定着率が高いこと、グラ

フ６では雇用保険の基本手当の所定給付日数の残り60日以上前からジョブに応募していた者

ほど定着率が高いことがわかる。

以下の分析では、求職者の属性および労働市場の逼迫状況などを考慮した上で、再就職確

率や定着率がどのような動きをするかを分析する。なお、使用するサンプルの主な属性を図

表３－２－３および図表３－２－４に示す。これは全体を記述するためのものであり、各分

析には、分析に必要な変数がすべて存在するサンプルに限定されるため、サンプル数および

記述統計が変わる。分析に使用する変数の記述統計は各分析において示される。ここでは、

図表３－２－３で２つのパネルを用いて求職時のサンプル属性を示し２、図表３－２－４で

再就職後のサンプル属性を示した。
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２ 特に図表３－２－３のパネルAは求職活動開始～再就職を求職（サーチ）期間とする場合の統計を示し、離職
前の状況（図表３－２－３パネルA；上段）、離職時（失業時）の状況（図表３－２－３パネルA；中段）、離職
時（失業時）のジョブ応募状況（図表３－２－３パネルA；下段）を報告している。図表３－２－３のパネルB
は離職～再就職を求職（サーチ）期間とする場合の統計を示し、離職前の状況（図表３－２－３パネルB；上段）、
離職時（失業時）の状況（図表３－２－３パネルB；下段）、離職時（失業時）のジョブ応募状況（図表３－
２－３パネルB；下段）をそれぞれ示した。

図表３－２－４　再就職後のサンプル属性

注１　離職から再就職までの日数を求職期間としてもちいる場合、サンプル数は64565サンプル。



３．本研究の理論的枠組みと地域別に異なるマッチング関数

３．１　研究目的・意義・貢献

本節の目的は二つある。第１に本章全体の理論的枠組みとなる個人の最適意思決定サー

チ・モデルの性質を述べる。第２に、この理論的枠組みから導出されるマッチング関数を職

業安定業務統計のマイクロデータから推定する。また地域別でも推定を行う。これまで労働

市場のマッチング関数は集計データを使用した分析が多い（Petrongolo and Pissarides

2001）。ここでは、職業安定業務統計のマイクロデータを使用することによって、再就職確

率が求人数と求職者数の比率で見たローカル労働市場の状況に依存するようなマッチング関

数を推定し、これまで既存研究で用いられてきた集計データによる分析結果と比べる。マッ

チング関数は求人数や求職者数に対して収穫一定（逓増、逓減）なのかを検証する。本節で

は求人数の求職者の係数から、求職者にとってのcongestion externality（負の外部性）と

thick-market externality（正の外部性）の程度を算出する。また、求職開始・離職時点と就

職１ヶ月前のローカル労働市場の状況によってこれらの外部性の影響は変化するかを検討す

る。各求職者のローカル市場の範囲として２通りを考慮する。１つ目は各求職者が住む都道

府県で、もう１つが支給記録に記載されているハローワーク周辺で分ける。既存研究と同じ

く単に集計データを使用した分析のみでは、マッチング関数をシフトさせる要因を明らかに

示すことはできない。本節で示す理論的枠組みに基づけば、マッチング関数をシフトさせる

のはサーチ効率性、サーチ努力水準、雇用保険の基本手当の給付額と所定給付日数、そして

個人の属性と考えられる。これらの属性がどのようにマッチング関数に影響を与えるか、本

節を通じて検証してゆく。最後に地域別に推定を行う場合には、都市圏（中部、近畿、首都

圏）とその他の地域にそれぞれ注目して分析する。

次に本節の意義と貢献を簡単に４点述べよう。第１に、求職者に関するマイクロデータを

利用できることから、異なった側面からマッチング関数を推定することが可能となった。個

別の属性をコントロールした上でローカル労働市場の状況が求職者の就職率にどのように影

響を与えるかを厳密に検証できる。重要な先行研究として、Peteronglo（2001, 2005）は英

国のマイクロデータを用いてマッチング関数を推計し、マッチング関数は求人数と求職者数

に対して収穫一定であるという知見を得た。しかし、そもそもマイクロデータを利用したマ

ッチング関数の推定について研究の蓄積は少ない。ここに本節の意義が存在していると言え

よう。第２に、本節はローカル労働市場として都道府県とハローワーク周辺の２つを考慮し、

マッチング関数の形状が異なる２つの労働市場範囲の間でどの程度変わりうるのかを吟味で

きる点でユニークである。第３に、求職開始時点（または離職時点）と就職１ヶ月前のロー

カル労働市場の状況の就職率に対する影響の変化をみることによって、サーチ期間が長くな

るにつれて求職者に対するプラスとマイナスの外部性の変化をみることが可能となった。最

後に、マイクロデータを用いることで、集計データによる分析では通常困難であったマッチ

ング関数のシフト要因を明らかにした。後に述べる理論的枠組みに基づき、シフト要因とし
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てはサーチ効率性、サーチ努力水準、基本手当の受給の有無、そして季節効果などが考えら

れた。既存の集計データによる分析では、これらのシフト要因を分解することには限界があ

り、マイクロデータを使用することで初めてこれらシフト要因に対する厳密な分析が可能と

なった。

３．２　分析の背景となる理論的枠組み

本章全体の背景となる理論的枠組みとして求職行動に焦点を当てた最適意志決定サーチ・

モデルを用いる。このモデルは今井・工藤・佐々木・清水（2007）の第１章でも示されてい

るように、求職者のマイクロデータを用いて再就職行動を分析する際には最も標準的な枠組

みとして利用されている。個人の最適意思決定（離散型）サーチ・モデルから求職者の留保

賃金は以下のように得る３。

z ：所定給付

c ：サーチ費用

e ：努力水準

α ：仕事到来変数

q ：仕事到来確率

δ ：割引因子

F ：賃金オファー分布

X ：個人属性

留保賃金は、求職者の１期間の効用と求職活動を今後継続することにより得られる期待便

益の和に等しい。求職者は留保賃金を最大化するように努力水準（e）を決定する。そして

最適な と が決定される。この枠組みから仕事到来確率に関して次の２

つの結果が得られる。

（１） ：仕事到来確率が高くなると就業する期待限界価値が上昇するので、更に

努力する。

（２） ：仕事到来確率が高くなると求職者は職に対してより選り好みをする。つ

まり提示された仕事をなかなか受託せずに好条件の仕事が提示されることを待ち続ける。

次に求職者の１期間あたりの退出率（ハザード確率）は以下のように表される。
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３ モデルの単純化のため、求職者は離職しないと仮定する。このように仮定してもここでの目的には影響を与え
なく、モデルのインプリケーションの本質は変わらない。



仕事到来確率qの効果は次の３つの効果から成る。

または によって

①　Meeting効果：

②　サーチ努力効果：

③　受諾効果：

ここで、 または による仕事到来確率の上昇効果 によって失業からの退出率λ

の効果はプラスでもマイナスでもありえる。上で導出された求職者の１期間あたりの退出率

から、求職者が第t期に就職できる確率は となる。求職者が費やす求職期間は二項

分布に従うことから、その平均期間Tは以下のように導出される。

平均求職期間は１期間あたりの退出率λの逆数となる。よって退出率が高いほど求職期間

は短くなる。

３．３　推定方法

ここまで述べた個人の最適意志決定サーチ・モデルとマッチング関数を次のように接続す

ることによって求職者のマイクロデータからマッチング関数を推定することができる。最初

にマッチング関数を以下のようにおく。

そして、求職者が退出する確率は、

この式は以下のように書き換えられる。

こうしてハザード確率は、次のように示される。

このハザード確率式から、求職の大きさを示すlnUの係数はマイナスで、求人の大きさを

示すlnVの係数はプラスになると予想される。これらの係数の和が有意にゼロなら、このマ

ッチング関数は求人数と求職者数に対して収穫一定（constant returns to scale）と見做せる。

反対に、その和が有意にゼロ以上（以下）なら収穫逓増（逓減）と結論付けられる。しかし、

注意しなければいけないが、係数の和が有意にマイナスだからといって、求人企業と求職者

が出会う段階においても収穫逓減であるとは限らない。反対に、meeting技術が収穫逓増で

あっても、サーチ努力効果や受諾効果も含めれば全体的に収穫逓増ではなくなる可能性はあ

る。よって、実際にはlnUとlnVの係数はプラスでもマイナスでもありえる。ただし集計デ
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ータを使用した先行研究から判断して、lnUの係数はマイナス、そしてlnVの係数はプラス

と予想される。

上記のハザード確率式のlnUとlnVの係数が、求職者に対するcongestion externality（正の

外部性）とthick-market externality（負の外部性）の度合いを表す。 の値が大きいほ

ど、他の求職者が増加することによって、ある特定の求職者が就職する確率は大きく低下す

る。その一方で、γの値が大きくなるほど、求人が増加することによって、ある特定の求職

者が就職する確率は大きく上昇する。これらの係数は求人企業に対する外部性も同時に示し

ており、求人企業に対するcongestion externalityは で、thick-market externalityはβ

で示される。

３．４　データとローカル労働市場に関する注意点

マッチング関数の具体的な推定に入る前に、分析に使用するデータに関する注意点を簡単

に３点述べる。第１にローカル労働市場の逼迫度について述べる。第２に主要な説明変数の

特徴を述べる。第３に、サーチ期間の特徴を、サバイバル曲線を用いて示す。

ローカル労働市場状況の指標として、各求職者が住む都道府県と支給記録に掲載されてい

るハローワーク周辺地域の求人数と求職者数の２通りを採用する。都道府県別のデータは月

別に得られるので、求職開始時点、離職時点、就職１ヶ月前やデータの打ち切り時点での月

別のデータを利用することができる。ただし都道府県はローカル労働市場としては地理的な

範囲が広く、求職者の求職・就業範囲とは合致しにくいというデメリットがある。その点、

求職者が雇用保険の基本手当の支給を受けるハローワーク周辺をローカル労働市場と定義し

た方が求職者の求職・就業範囲としてはより適していると考えられる。ただし、支給を受け

るハローワーク周辺で必ずしも求職活動をするわけではないことに留意し、今後の結果を解

釈する。ハローワーク別の求人数・求職者数を使うデメリットは月別データではなく、年別

データしか利用できないことである。よって、ハローワーク別データでの分析に限れば、求

職開始時点や離職日時点である2004年または2005年の求人数と求職数を月平均に算出して使

用する。

図表３－３－１で示すように推定に用いる主な説明変数は大きく分けて２種類ある。１つ

目は年齢、教育歴、性別、結婚、前職の在職期間や前職の賃金水準の個人の属性である。こ

れらは求職者のサーチ努力水準、人的資本水準、そして留保賃金水準を示す代理変数と考え

られる。２つ目の説明変数としては雇用保険の給付に関する変数である。基本手当の給付額

や所定給付日数は留保賃金やサーチ努力水準に大きな影響を与えると考えられる。実際の推

定では、基本手当の給付タイプで分けて作成したダミー変数を用いる。自発離職で90日間、

120日、150日間の給付があり、非自発離職で90日、120日、150－180日、210－240日、240日

以上の給付期間がある。

データに関する最後の注意点としてサーチ期間がある。これは次の２通りの定義を採用し
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図表３－３－１　記述統計（都道府県別データ、サーチ期間の起点は求職開始日）

図表３－３－２　記述統計（都道府県別データ、サーチ期間の起点は離職日）



ている。１つ目は求職開始日から就職日（未就職者の場合はデータの打ち切り日2006年７月

13日）までの期間、２つ目は離職日（2005年８月中）から就職日（未就職者の場合はデータ

の打ち切り日2006年７月13日）までの期間である。図表３－３－５と図表３－３－６で示さ

れているようにサーチ期間の起点を求職開始日の場合と離職日の場合に分けてより精度の高

い分析を行う。求職者の中には前職を離職する前から求職活動を開始する者もいるので、求
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図表３－３－３　記述統計（ハローワーク別データ、サーチ期間の起点は求職開始日）

図表３－３－４　記述統計（ハローワーク別データ、サーチ期間の起点は離職日）



－118－

図表３－３－５　Survior Function（サーチ期間の起点は求職開始日）

（a）全体 （b）求人数の四分位別
（ハローワーク別データ使用）

（b）求職者数の四分位別
（ハローワーク別データ使用）

図表３－３－６　Survior Function （サーチ期間の起点は離職日）

（a）全体 （b）求人数の四分位別
（ハローワーク別データ使用）



職開始日を起点にした場合、オン・ザ・ジョブ・サーチも含めてサーチ期間を導出している。

その一方で、離職日を起点にするとオン・ザ・ジョブ・サーチを含めないサーチ期間を導出

することになる。これらの２種類のサーチ期間を使うことによって、オン・ザ・ジョブ・サ

ーチをする求職者とそうでない求職者の就職率の違いを間接的であるが検証することが可能

となった。

３．５　推定結果

都道府県別の推定結果

求職者のマイクロデータを用いたマッチング関数の推定結果を報告する。都道府県をロー

カル労働市場と定義して、都道府県別の求人数と求職者数を使用した結果が図表３－３－７

と図表３－３－８に示されている。サーチ期間の起点を求職開始日にした場合、つまり求職

開始時点の求人数と求職者数を採用する場合（図表３－３－７の第１－３列）、セミパラメ

トリックなCox’s proportional hazard分析とパラメトリックなWeibull分析の両方において、

求人数の効果はプラス、そして求職者の効果はマイナスと期待通りの結果となった。しかし、

求人数は統計的に有意であるが、求職者数の有意性は低い結果となった。さらに観察期間内

に就職が成立したサンプルに限定してlog-linear推定式で推定した結果、求人数は有意にプ

ラス、そして求職者数は有意にマイナスと期待通りの結果を得た。また、Weibull分析から

hazard rateは時間を通じて低下することからnegative duration dependentであることがわか

る。このことは、サーチ期間が長くなるにつれて求職者の就業確率が低くなることを意味す

る。次にサーチ期間の起点を離職日にした場合、つまり離職時点の求人数と求職者数を採用

する場合（図表３－３－７の第４－６列）の結果は、先に報告した求職開始日の結果とほぼ

同じである。この２つの結果からオン・ザ・ジョブ・サーチをする求職者もそうでない求職

者もローカル労働市場状況の影響には違いはないことが分かる。図表３－３－７の結果から、

求人数と求職者数の係数（絶対値）は統計的に等しくないので、マッチング関数は求人数や
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（b）求職者数の四分位別
（ハローワーク別データ使用）



求職者数に対して収穫一定ではない。むしろ収穫逓減のようである。求人数と求職者数が２

倍になっても、就職件数は２倍以下しか増加しないこと意味する。この結果は、都道府県別

の集計データから日本のマッチング関数を推定したKano and Ohta（2005）と整合的である。

彼らの推定結果では、コブ＝ダグラス型のマッチング関数のUとVの指数の和が0.862であっ

た。図表３－３－７の結果はこの値よりも小さい。基本的な分析結果をまとめよう。求人数

と求職者数の係数はそれほど大きくはない。特に求人数の係数は非常に小さい。この結果か

ら、求職開始時、または離職時の求人数や求職者数はそれほど求職者の就職確率に影響を与
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図表３－３－７　都道府県別ハザード分析

求人数と求職者数は求職開始時のものとする。

*１％ **５％ ***10％ significant



えないといえる。求職者に対する外部性の効果は小さいと判断できる。これから求職活動を

始める人にとっては求職開始時点、または離職時点での求人数や求職者数の変化は就職確率

に変化を与えないことがわかる。

それでは、就職１ヶ月前のローカル労働市場の状況はどのように就職確率に影響をあたえ

るだろうか。図表３－３－８はその結果を示す。観察期間内に就職していない求職者の場合

はデータの打ち切り時点（2006年７月）の１ヶ月前のローカル労働市場の求人数と求職者数
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図表３－３－８　都道府県別ハザード分析

求人数と求職者数は、就職した人にとっては就職１ヶ月前、そうでない人にとっては2006年６
月のものを使う。

*１％ **５％ ***10％ significant



を使用する。Cox分析とWeibull分析によれば、図表３－３－７に比べて係数値が大きくなり、

そして有意性も高くなった。就業する直前の求人数や求職者の変化は就業確率に大きな影響

を与え、求職者にとっての外部性は大きくなる。求職開始あるいは離職時点での求人数や求

職者数の変化は就職確率に変化を与えないことがわかる。図表３－３－８でも、マッチング

関数が収穫一定である、という帰無仮説は有意に棄却される。求人数と求職者数の係数から、

この定式化においてもマッチング関数の性質は収穫逓減となっている。
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図表３－３－９　ハローワーク別ハザード分析

求人数と求職者数は、各ハローワークの2005年平均のものを使用する。

*１％ **５％ ***10％ significant
注）ハローワーク別、月別の求人数と求職者数はないので、2005年平均を使う。



ハローワーク別の推定結果

次に労働市場の地理的範囲をより狭く考えたハローワーク別の推定結果を図表３－３－９

に示す。全体的に、主な推定結果は図表３－３－７のそれと同じである。求人数は有意にプ

ラスであり、求職者数は有意にマイナスと予想通りの結果を得た。しかし、両者の係数値の

差はそれほど大きくない。特に求人数の係数値は非常に小さい。求職者に対する外部性の効

果は限定的だといえる。これはハローワーク毎の求人数と求職者数を月別に説明変数として

得ることができず、求人数と求職者に2005年平均を使用していることに起因すると考えられ

る。期間内に就業したサンプルに限定したlog-linear分析では、求人数・求職者数両方の係

数値は増加する。観察期間内で早く就業する人にとって求職開始時点のローカル労働市場状

況の変化は就業確率に大きな影響を与えると考えられる。図表３－３－７、図表３－３－８

と同様に、マッチング関数が収穫一定である、という帰無仮説は有意に棄却された。

マッチング関数のシフト要因の分解

ここまで示してきたように、図表３－３－７から図表３－３－９を通じてほぼ同じ結果を

得た。サーチ開始時点の年齢は有意にマイナスとなり、年齢が高くなるほど就職確率は低下

する。既婚女性に比べて独身男性、既婚男性、独身女性の就職確率は高い。既婚女性の場合、

夫の収入がもたらす保証所得が高いので、サーチ努力水準が低く、留保賃金が高くなる。そ

の結果、就職確率は低くなる。教育年数や前職賃金が高いほど、すなわち労働生産性が高い

求職者ほど早く就職することがわかる。前職の在職期間が長いほど就職確率は低くなる結果
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図表３－３－10 都道府県別ハザード分析（地域別）

*１％ **５％ ***10％ significant
中部（静岡、愛知、岐阜、三重）、近畿（滋賀、奈良、京都、和歌山、大阪、兵庫）、首都圏（千
葉、埼玉、東京、神奈川）



となった。

地域別の推定結果

最後に、図表３－３－10から図表３－３－12を用いて地域別の分析を報告する。中部地方
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図表３－３－12 ハローワーク別ハザード分析（地域別）

*１％ **５％ ***10％ significant
中部（静岡、愛知、岐阜、三重）、近畿（滋賀、奈良、京都、和歌山、大阪、兵庫）、首都圏（千
葉、埼玉、東京、神奈川）

図表３－３－11 都道府県別ハザード分析（地域別）

*１％ **５％ ***10％ significant
中部（静岡、愛知、岐阜、三重）、近畿（滋賀、奈良、京都、和歌山、大阪、兵庫）、首都圏（千
葉、埼玉、東京、神奈川）



と首都圏は全体の結果と大きく異なる。図表３－３－10と図表３－３－12から、有意性は低

いが、予想に反して求人がマイナスになり、求職者がプラスとなった。他の地域よりも高い

成長率で景気回復したこれらの地域では、労働需要過多と考えられる。したがって、今後の

就職状況を楽観視して、これから求職活動を始める労働者はじっくりと時間を掛けて求職活

動すると考えられる。

３．６　まとめ

本節で得られた結果とその含意を要約する。（１）近隣地域の求人数増加に伴い、求職者

にとって失業からの退出確率は上昇し、求職者数増加に伴い失業からの退出確率は低下する。

（２）サーチ期間が長くなるにつれて失業から退出しにくくなる。（３）求人数と求職者数の

係数が統計的に等しくないことから、マッチング関数は求人数や求職者数に対して収穫一定

ではなく、収穫逓減に近い。つまり求人数と求職者数が２倍になっても、就職件数は２倍以

下しか増加しない。（４）教育年数や前職賃金が高いほど、すなわち労働生産性が高い求職

者ほど早く就職する。（５）前職の在職期間が長いほど就職確率は低くなる。

４．雇用保険の基本手当が失業期間に与える影響

４．１　研究目的と実証分析の枠組み

ここでは失業給付の延長と失業期間との関係を理論的に記述したMortensen（1977）の含

意を、マイクロデータを用いて検証する。Mortensen（1977）を始めとして多くの理論的研

究によれば海外における状況として失業保険の給付期間の延長は失業からの退出確率を小さ

くし、結果として失業期間を長くすることにつながる。そして失業給付が切れる直前に多く

の失業者が失業状態から退出する、という「スパイク」現象が観察されることが推測されて

いる。この「スパイク」現象はその後多数の実証研究によって示されてきた。多くの失業給

付受給者が給付終了直前まで求職活動を行い、再就職してゆく現象を理論的に説明し、また

実証的に頑健な形で明らかにすることは、これまで失業者行動の分析の根幹をなしており、

現在も精力的に実証研究の蓄積、理論の拡張が続けられている。失業者行動に関する先端的

な実証分析を広く網羅した小原（2007）によれば、多くの実証分析は「雇用保険の基本手当

受給者は非受給者に比べて再就職率が低い（失業期間が長い、または失業から退出しにくい）」

こと、「雇用保険の基本手当額の増加が再就職率を低下させる（失業期間を長くする、また

は失業から退出しにくくなる）」こと、そして「給付終了直前に再就職率が急に高まる（失

業から退出しやすくなる）」ことの仮説検証に力を注いでいる。雇用保険の基本手当が失業

期間に与える影響に関して、国や時代が異なれば雇用保険制度が異なるし、同じ国内でも地

域が異なれば労働市場の逼迫度が異なるため、それらの推定結果にはばらつきがある。ここ

に日本の雇用保険の基本手当の特徴と全国規模の大量データを活用した本節の研究目的があ

る。本節では次の２つを研究する。第一に雇用保険の基本手当の支給残日数を詳細に見るこ

－125－



とで「給付終了直前のどの時点で再就職率が急に高まる（失業状態から退出するようになる）

のか」を調べる。同時に労働市場の逼迫度が異なれば、給付終了直前に再就職率を高める程

度も果たして異なるのかどうかを検証する。また給付終了直後においても再就職しなかった

失業者の場合、給付終了前の期間と給付終了後の期間では職探し努力が異なると考えられる

ため、再就職行動に関する雇用保険の基本手当終了前後の非対称性を考慮した分析を行う。

第二の研究目的として離職理由によっても、また同じ離職理由でもその離職する際の年齢に

よって雇用保険の基本手当の所定給付日数が異なるという制度的な特徴を利用し、雇用保険

の基本手当の所定給付日数と離職時の年齢の違いが失業期間の違いをどれだけ説明できるか

を調べる。なお、求職者が求職活動を行っている地域における労働市場の逼迫度の差や、求

職者の能力の差などによる就職困難度の差が再就職確率（失業期間）に与える影響は、年齢

や教育年数、性別、前職の賃金水準や勤続年数、失業率といった説明変数で捉えられるもの

と考える。これらの異質性を考慮した上で、失業給付が再就職率、よって失業期間に与える

影響を分析する。求職者の性格や能力等の内面的要因が引き起こす就職可能性の高低や家庭

の家計環境等による逼迫度の差は説明できない可能性はある。ただし、これらが注目変数で

ある所定給付日数と相関している可能性は低い。

実証分析の枠組みは基本的にMoffit（1985）、Meyer（1990）、そして大阪府の転職経験者

を調査した小原（2002）および東京都の失業経験者を調査した小原（2004）に基づく。具体

的にはセミパラメトリック・モデルの代表例として使われているCox比例ハザードモデルを

用いて失業状態からの退出率を推定する。もちろん求職者間には、データに記録されていな

い異質性や時間に伴って変化する属性が存在するため、これらに関してパラメトリックな仮

定を設定し、これらの通常観察されない変数の影響を柔軟な形で考慮した方法もありうる。

本節では雇用保険の基本手当終了直前に失業からの退出率が急に高まるという行動に焦点を

当てたいので、これら雇用保険の基本手当の支給残日数といった時間に伴って変化する変数

の影響について強い仮定を設定せずに非常に一般的な条件の下で雇用保険の基本手当の支給

残日数の影響を推定したい。ここでは時間に伴って変化する雇用保険の基本手当の支給残日

数の影響のみをノンパラメトリックな形で推定し、その他の時間に伴って変化しにくい変数

に関してパラメトリックに推定することが出来るセミパラメトリック・モデルの代表例であ

るCox比例ハザードモデルを採用する。

被説明変数は2005年８月に離職した失業者がその後の標本期間のある時点において残存し

ている母集団全体（つまり失業者プール）から退出する確率とする。求職時年齢、性別、教

育年数、前職勤続年数、前職賃金、地域の有効求人倍率（求職時または離職時）を説明変数

として用いて標本を同一化させながら雇用保険の基本手当制度の影響を推測する。ここでは

失業期間として次の２つを定義した。一つは求職開始日と就職日の差である。もう一つは離

職日と就職日の差である。前者は離職時点にこだわらず、実際に求職活動を開始し、再就職

にいたるまでの期間を失業期間または職探し期間と考えたもので、もう一方は離職したその
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時点から職探しが始まると考え、再就職にいたるまでの期間を失業期間として取り扱ったも

のである。

４．２　記述統計

推定の詳細に入る前に変数の定義（図表３－４－１）と変数の要約統計量を簡単に示す。

ここで特に確認しておきたい事柄は労働市場の逼迫度に応じて、失業期間と再就職率が地域

間で極めて大きく異なる点である。図表３－４－２に失業期間として求職開始日と再就職日

の差で定義した標本の記述統計を示し、図表３－４－３に失業期間として離職日と再就職日

の差で定義した標本の記述統計を示した。図表３－４－２は求職時点の有効求人倍率を、図

表３－４－３は離職時点の有効求人倍率をそれぞれ用いて、各四分位の記述統計を示してい

る。正確には毎月の有効求人倍率の変動よりも、地域間の差異の方が大きいので、ここでは

有効求人倍率を労働市場の地理的な差を示す地域変数として扱う。

最初に求職時点の有効求人倍率の分布で見て、５％分位点未満、つまり極端に有効求人倍

率が低く求職者にとって不利な労働市場と、95％分位点以上、つまり極端に有効求人倍率が

高く、求職者にとって有利な労働市場の間には平均失業期間が約60日異なっていることが分

かる。再就職率で見ても約35％異なる。失業期間と再就職率の標準偏差には特に大きな地域

差は見られない。次に離職時点の有効求人倍率の分布で見て５％分位点未満の労働市場と

95％分位点以上の労働市場の間には平均失業期間が約80日、再就職率が約36％異なる。これ

らの単純な記述統計でも有効求人倍率が極めて高い地域では求職者は到来する仕事の条件に

関して、より選択的になり失業期間が延び、再就職率が低くなっていることが分かる。こう

した地域では求職者が求職開始、または離職直後に求人企業と出会い再就職を決めるという

姿よりも、求職時または離職時の労働市場を見て、近い将来もこの求人倍率が継続すること

を予期して、より好条件の仕事を追求しようという姿が推測される。

求職時年齢にはあまり差が見られないが、求職時点で最も有効求人倍率の低い地域では平

均37才（標準偏差12.3）、求職時点で最も有効求人倍率の高い地域では平均39.5才（標準偏差
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図表３－４－１　使用する変数の定義



13.1）である。離職時点での有効求人倍率で見た場合も結果は変わらない。教育年数は有効

求人倍率の低い５％分位点未満の地域では12.28（標準偏差1.75）、有効求人倍率の高い95％

分位点以上の地域では13.15（標準偏差2.16）という違いがあり、有効求人倍率の高い95％分

位点以上の地域は教育年数が高いものの、そのばらつきは大きく、様々な技能を持つ労働者

が集まっていることが分かる。この傾向は離職時点の有効求人倍率を用いたときも変わらな

い。前職勤続日数には大きな違いがある。有効求人倍率の低い５％分位点未満の地域では

1823日（標準偏差2381日）であるのに対して、有効求人倍率の高い95％分位点以上の地域は

2659日（標準偏差3254日）であり、平均して前職勤続日数に約２年半の差がある。ただし有

効求人倍率の高い地域では前職勤続日数の標準偏差が極めて大きく、多様な求職者が共存し

ていることが分かる。有効求人倍率の高い地域では前職賃金が高く、前職賃金が留保賃金を

規定していると考えられるため、高い賃金を提示する仕事は賃金分布の中でごく限られてい

ることを考えると、第一に高い前職賃金が有効求人倍率の高い地域で失業期間が長いことを

説明する。雇用保険の基本手当を受給できる日数を示す所定給付日数についても地域差は大

きく見られず、その差は一週間以内に収まるが、有効求人倍率の高い地域で給付日数が長い。

－128－

図表３－４－２　求職時点の有効求人倍率の四分位で分けた要約統計量

失業期間として就職日と求職日の差を用いた



前職勤続日数の地域差が第一にこれを強く説明すると考えられる。

４．３　雇用保険の基本手当の支給残日数と終了後経過日数が失業からの退出に与える影響

小原（2002）で明らかにされた「雇用保険の基本手当終了間近の駆け込み就職」という現

象が大量データを用いて頑健な形で示されるだろうか。ここでは雇用保険の基本手当の支給

残日数が失業からの退出に与える影響について基本的な推定結果を報告する。本節の推定で

用いるモデルでは、データには記録されていない求職者間の異質性、さらに時間に伴って変

化する求職者属性、労働市場の特性をパラメトリックな形で十分考慮することができないた

め、それらは説明変数に十分吸収されていると仮定して推定を行う。ただし、労働市場間の

異質性と求職者年齢間の異質性についてはより慎重に考察した。第３節で行ったように地理

的に労働市場の逼迫度によって失業期間が明確に異なることが視覚的にも、また厳密なマッ

チング関数の推定でも明らかとなったので、ここで雇用保険の基本手当の支給残日数の影響

に関する推定を行う際にも地域別に分析を行い、失業期間に影響を与えうる地理的な異質性

を考慮した。同様に特定の年齢層によっては、失業期間中に人的資本の陳腐化が進行する速

度が他の年齢層に比べて特に速い、といった点を考慮するために年齢層別の分析を行い、失

業期間に影響を与えうる年齢層間の異質性を考慮した。
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図表３－４－３　離職時点の有効求人倍率の四分位で分けた要約統計量

失業期間として就職日と離職日の差を用いた



全国の推定結果

失業からの退出確率に関する推定結果を図表３－４－４に示す。失業期間として求職日と

再就職日の差をとったもの、離職日と再就職日の差をとったものの２つを用いた。ここでは

支給残日数を給付が切れる時点の前後で合計８つに区分し、それぞれの区分を用いてダミー

変数を作成し、推計に利用した。既存研究と比べて本節の統計的推測がユニークなのは支給

残日数の情報と給付終了後の経過日数の情報を同時に利用し、これまで研究の蓄積が少なか

った給付終了後における失業行動の詳細を報告していることである。雇用保険の基本手当の

支給残日数に関して、基本的な推定結果は雇用保険の基本手当の支給残日数が15日以上30日

未満のグループ、残り日数が14日以下のグループのハザード比の推定値を報告している。雇

用保険の基本手当の支給終了後の経過日数に関して、基本的な推定結果は雇用保険の基本手

当の支給終了後の経過日数が14日以下のグループ、終了後15日以上30日未満のグループのハ

ザード比の推定値を報告している。先行研究と同じく残り日数が１か月であるグループ、こ

こでは残り日数が15日以上30日未満のグループは残り日数が１か月以上であるグループより

もハザード比は高い。ただし、残り日数が14日以下のグループのハザード比は残り日数が15

日以上30日未満のグループのハザード比に比べて半分以下に低下する。残り日数が１か月を

切った求職者が皆、給付終了後に向けて単調にハザード比を高めていく、というよりは残り

１か月を切った直後にハザード比が高まるグループとそうではないグループの２つが混在し

ていることを示している。残り日数が同じグループの間でも失業からの退出確率には大きな

差が存在している。給付終了後の経過日数はどうであろうか。どちらの推定式でも給付終了

直後、ここでは終了後14日以下のグループでハザード比が高まる。その後、給付終了後日数

の経過とともにハザード比が低下し続ける。給付終了後日数が経過してゆくにつれてハザー

ド比が反転することはない。こうして給付終了後日数の経過とともに失業からの退出確率が

低下を続け、失業の長期化が進行する。

ただし、ここまで述べた推定には一つ問題点がある。支給残日数あるいは給付終了後日数

は教育年数や求職日（離職日）の有効求人倍率などの非時間依存変数とは異なり、全ての説

明変数を時間に依存しない変数として取り扱った図表３－４－４の推定のみでは雇用保険の

基本手当の支給残日数がなくなる直前に多くの求職者が失業から退出する「スパイク」現象

について正確な値を示すことが出来ない。経過時間に応じて雇用保険の基本手当の影響が異

なることが予想される。つまり時間の経過に伴い給付残り日数が減るため,支給残日数が時

間依存変数であることを十分考慮した推定が必要となる。図表３－４－５は時間に伴って雇

用保険の基本手当の影響が異なってくることに注意した推定結果を示している。Coxの

proportional hazard modelでは通常のhazard関数を個人属性などの説明変数とベースライン

ハザードの積で定式化するが,時間依存変数を採り入れた場合にはhazard関数をベースライ

ンハザードと時間依存変数を含めた説明変数の積として定式化する。
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残り日数が15日以上30日未満のグループのハザード比は残り日数が14日以下のグループの

ハザード比よりも高く、こうした正確な推定でも給付終了まで残り１か月を切ったグループ

内に異質性が大きく残ることが分かる。給付終了後14日以下のグループではハザード比が再

び上昇するものの、その効果は長く継続せずに給付終了後15日以上30日未満のグループのハ

ザード比は再び低下する。失業期間の定義を変えても同じ傾向を得る。

主な結果をまとめると、次のようになるだろう。残り日数が１か月を切った時にハザード

比はそれ以外のグループ「支給残日数14日以下」、「給付終了後14日以下」及び「給付終了後
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図表３－４－４　ハザード分析の基本的な推定結果

図表３－４－５　ハザード分析の基本的な推定結果



15日以上30日未満」と比べると高い。推定されたハザード比の大きさ、有意性は共にその他

の説明変数と比べて極めて大きい。先行研究でも観察されたものと同様「駆け込み就職」が、

ここでも極めて頑健な結果として得られた。これは、給付が切れる前にそれまで固執してき

た留保賃金等について譲歩することが想定される。ただし、支給残日数が１か月を切ったグ

ループを残り日数が14日間以上と以下で分けると、これらのグループ間ではハザード比が異

なり、残り日数が14日以下のグループは残り日数が14日以上30日未満のグループの半分程度

である。残り日数が１か月を切った「直後に」ハザード比を高めているグループが「駆け込

み就職」の大半を説明する。給付終了後１か月以内にもハザード比は高まるが、その大きさ

は「支給残日数が１か月を切った「直後」にハザード比を高めているグループよりも小さい。

給付終了後14日以下のグループのハザード比は給付終了後15日以上30日未満のグループのそ

れよりもやや大きく、給付終了後の経過日数が１か月のグループ内にも失業からの退出確率

に差が生じている。雇用保険の基本手当の支給残日数に関して時間に依存しない定式化、そ

して完結標本のみを用いた失業期間の決定要因の推定結果に関しては付表を参照されたい。

地域別の推定結果

日本全国をいくつかのブロックに分け、それを一つの共通の特徴を持った労働市場として、

その共通の労働市場特性のもとで雇用保険の基本手当の支給残日数が失業からの退出に与え

る影響を推定した。関東を小さく考えた小関東圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、

関東を地理的に大きく考えた大関東圏（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県）、東海圏（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）、関西圏（滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県）、その他（関東圏、東海圏、関西圏のいずれにも含まれない道

県）の５グループに全国の都道府県を分けた。図表３－４－６に約34000の標本点からなる

小関東圏に関する結果を示している。図表３－４－６は雇用保険の基本手当の支給残日数の

影響が時間に伴って変化することを考慮した推定となっており、全国標本を用いた図表３－

４－５の推定結果と対応している。図表３－４－６によれば、失業期間として求職日と再就

職日の差を用いたとき、受給者は雇用保険の基本手当支給残日数が１か月を切った時にハザ

ード比が高まるものの、それは主に雇用保険の基本手当支給残日数が15日以上30日未満のグ

ループの退出で説明される。雇用保険の基本手当支給残日数が14日以下のグループのハザー

ド比が高まっているわけではない。時間と共にこの傾向は反転して、雇用保険の基本手当の

支給終了後14日以下のグループで再びハザード比が高まり、雇用保険の基本手当の支給終了

後15日以上30日未満のグループではハザード比が低下する。関東圏を小さく考えた場合でも、

雇用保険の基本手当の支給終了１か月前に退出確率が急激に高まり、雇用保険の基本手当の

支給終了直前と直後を細かくグループ分けしていくと、それらのグループの退出確率は一様

ではなく、差があることが分かる。失業期間として離職日と再就職日の差を用いたとき、時

間に伴って変化する残り日数の影響がハザード比率を大きく変えることが分かる。
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関東圏を大きく考えた場合もほぼ同じ結果を得た。図表３－４－７に約41000の標本点か

らなる大関東圏の結果を示した。失業期間として求職日と再就職日の差を用いたとき、ここ

でも全国および小関東圏と同じく、受給者は雇用保険の基本手当の支給終了１か月前にハザ

ード比を上昇させており、給付終了間際の駆け込み就職が行われていることが推定されるが、

雇用保険の基本手当の支給終了直前と直後を細かくグループ分けすると、それらのグループ

の退出確率は一様ではなく差が生じている。また、支給終了後のハザード比が小関東圏より

も高い。つまり大関東圏に属する求職者の場合、小関東圏に属する求職者よりも給付終了後

に失業から退出する確率が高い。

東海圏の推定結果を図表３－４－８に示した。約15000の標本点からなる。全国、小関東

圏の結果と同じく、雇用保険の基本手当支給残日数が１か月を切ったところでハザード比が

高い。これは失業期間の定義を変えても、同じ結果となる。また、支給残日数が１か月のグ

ループの間でも、支給残日数が２週間を切ったグループのハザード比は低いのに対して、残

り日数が２週間以上あるグループのハザード比は高い。また、雇用保険の基本手当の支給終

了後にもハザード比は高まるものの、その大きさは給付終了直前のハザード比には及ばない。

ハザード比そのものは小さいが、全国の結果と比べて教育年数と非自発的離職の係数が有意

に大きく、退出確率を押し上げる効果を持つ。同様にハザード比そのものは小さいが、全国
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図表３－４－６　ハザード分析の基本的な推定結果（小関東圏）
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図表３－４－７　ハザード分析の基本的な推定結果（大関東圏）

図表３－４－８　ハザード分析の基本的な推定結果（東海圏）



の結果と大きく異なるのが、有効求人倍率の係数である。有効求人倍率を求職月、離職月の

どちらを用いても、有効求人倍率が高いためハザード比が極めて小さく失業から退出しにく

くなることが明らかとなった。

図表３－４－９は約26000の標本点からなる関西圏の推定結果である。注目すべき雇用保

険の基本手当の支給残日数が失業からの退出確率の与える影響は全国および小関東圏、東海

圏の結果とほぼ変わらない。失業期間をどのように定義しても、受給者は雇用保険の基本手

当の支給残日数が１か月を切ったところでハザード比が上昇するが、その多くは残り日数を

２週間以上保有しているグループの退出によってもたらされている。雇用保険の基本手当の

支給終了後にもハザード比は高まるものの、その大きさは給付終了１か月前に退出するグル

ープのハザード比よりも高いわけではない。この点が、給付終了後のハザード比が高い大関

東圏の結果と異なる。

最後に関東圏、東海圏、関西圏に含まれない、全国的に見て人口が300万人以上の大都市

を含まないその他の地域を一括して推定した結果を図表３－４－10に示す。これらの道県は

ほぼ同じ労働市場の特性を有していると仮定して雇用保険の基本手当の支給残日数が失業か

らの退出確率に与える影響の推定を行った。約65000の標本点、合計30の道県からなる。こ

こまでの全国、小関東圏、東海圏、関西圏の結果と同じくどの失業期間の定義を用いても、
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図表３－４－９　ハザード分析の基本的な推定結果（関西圏）



雇用保険の基本手当の支給終了１か月前の時点でのハザード比が高い。支給終了後にもハザ

ード比は高まるもののその大きさは支給終了１か月前のハザード比の大きさには及ばない。

ここまでの結果と異なるのは、有効求人倍率の係数である。ここまで求職月と離職月の有効

求人倍率がハザード比を高めることは見られなかったが、巨大都市を含まないここでの結果

では求職月と離職月の有効求人倍率がハザード比を高め、より好条件の仕事を追求しながら

失業期間が長期化する、というよりも失業直後に得られる仕事を受諾して失業から退出する、

という労働市場が示唆される。

「雇用保険の基本手当終了１か月前の駆け込み就職」の地域差について要約しよう。こう

した「スパイク」現象は全国どこでも、ほぼ同じ大きさで観察される。支給終了１か月前の

グループの中でも支給残日数が２週間を切っている場合、ハザード比はそうではないグルー

プに比べて３分の１から２分の１の大きさである。関東圏のうち３県については支給終了後

の退出確率が支給終了直前の退出確率よりも高い可能性があり、こうした県の標本点の少な

さによって検定力が落ちたことが原因か、別の労働市場構造が要因であるのか、ここでは明

らかではない。雇用保険の基本手当の支給残日数に関して時間に依存しない定式化、そして

完結標本のみを用いた失業期間の決定要因の推定結果に関しては各地域別の付表を参照され

たい。
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図表３－４－10 ハザード分析の基本的な推定結果（その他）



年齢別の推定結果

雇用保険の基本手当受給者は雇用保険の基本手当の支給終了まで残り１か月で駆け込み就

職するという規則性は年齢層別に見ても観察されるかどうかをここで検証する。図表３－

４－11は30代の求職者に限定した推定結果を報告し、図表３－４－12と図表３－４－13はそ

れぞれ40代と50代以上の結果を報告している。図表３－４－11から、約39000の標本点から

なる30才から39才の求職者の場合、年齢層で標本を分割しない全国の結果と同じく受給者は

雇用保険の基本手当の支給残日数１か月を切ったところでハザード比が上昇する。これまで

の分析結果と同じく残り日数が１か月を切ったグループの中でもハザード比に差が生じてい

る。30才代の年齢層では有効求人倍率の係数は有意ではなく非自発的離職を理由として失業

状態に入っていることがハザード比を低めており、離職理由によって失業期間が延び失業か

ら退出しにくくなっていることが分かる。この結果はどの失業期間の定義を用いても変わら

ない。

雇用保険の基本手当の支給残日数が１か月の効果が持つ40才代のハザード比は30才代の半

分以下であることが図表３－４－12から分かる。雇用保険の基本手当の支給残日数が１か月

時点で受給者のハザード比が高まり、残り１か月のグループ内でもハザード比に差が生じて
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図表３－４－11 ハザード分析の基本的な推定結果（30才－39才）



いることは40才から49才の標本についてもあてはまるが、ハザード比そのものの大きさは、

30才代には及ばない。有効求人倍率の高さ、非自発的離職者であるかどうかは失業からの退

出確率には影響しないことも分かった。

最後に約38000の標本点を持ち、50才以上の年齢層では雇用保険の基本手当の支給終了直

前にどの程度再就職が行われているかについて図表３－４－13を用いて報告する。雇用保険

の基本手当の支給残日数が１か月を切ったところで、受給者の年齢が50才以上でもハザード

比が高まる。そのハザード比は40才代とほぼ同じかやや小さく、30才代には遠く及ばない。

若年層に比べて中高年層では雇用保険の基本手当の支給残日数が短くなった時点で比べても

失業から退出しにくいことが分かる。

「雇用保険の基本手当の支給終了１か月前の駆け込み就職」の年齢差について要約しよう。

どの年齢層においても雇用保険の基本手当の支給終了１か月前に失業から退出する「スパイ

ク」現象が観察される。雇用保険の基本手当の支給終了１か月前の効果についても、それが

２週間を切っているかどうかで差が生じているということも新たに明らかになった。年齢が

高くなるほどその「スパイク」の高さ、つまりハザード比の大きさは小さくなっており、中

高年層ほど失業から退出しにくくなることが示された。雇用保険の基本手当の支給残日数に
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図表３－４－12 ハザード分析の基本的な推定結果（40才－49才）



関して時間に依存しない定式化、そして完結標本のみを用いた失業期間の決定要因の推定結

果に関しては各年齢層別の付表を参照されたい。

４．４　ロバストネスの検証：雇用保険の基本手当の非連続性が失業期間に与える影響に

ついて44才から46才に限定した分析

ここまでの分析は雇用保険の基本手当の支給残日数の影響が時間に伴って変化することを

考慮して、雇用保険の基本手当の支給が残り１か月を切る時点で受給者は失業からの退出を

急激に進めていることを明らかにした。この結果は労働市場の地理的な差や年齢間の差を考

慮しても成立する。そこでは求職時の年齢や教育年数、前職の賃金、前職の離職理由など多

くの求職者属性で推定されるべき標本を同一化させながら失業からの退出確率を推定した。

雇用保険の基本手当の支給が終了する前後のどの時点で急激に失業から退出するかという点

に焦点を当てていたので、求職者間で当然異なる雇用保険の基本手当の所定給付日数にはこ

だわらず、どの所定給付日数であっても雇用保険の基本手当支給残日数の影響は皆一様、と

仮定した。つまり雇用保険の基本手当の所定給付日数が90日であるような求職者も、180日、

あるいは240日、270日と長い求職者であっても雇用保険の基本手当の支給残日数が短くなれ
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図表３－４－13 ハザード分析の基本的な推定結果（50才以上）



ば一様に再就職確率を高める、と想定している。ここでは、雇用保険の基本手当の所定給付

日数が異なれば雇用保険の基本手当の支給終了直前のハザード比が異なると考えられるが、

「スパイク」現象が見られないような雇用保険の基本手当の所定給付日数が果たして存在す

るかどうかを検証する。雇用保険の被保険者であった期間と離職理由、そして離職時年齢の

３つによって雇用保険の基本手当の所定給付日数が定まるため、ここでは被保険者であった

期間の代替として、この分析では単純に前職の勤続年数を用いて標本を次の３つのグループ

に分けた。第一に前職の勤続年数が１年以上５年未満のグループ、第二に前職の勤続年数が

５年以上10年未満のグループ、最後に前職の勤続年数が10年以上20年未満のグループである。

離職理由が非自発的離職である場合に限り、年齢が45才以上であるかどうかによって雇用保

険の基本手当の所定給付日数に特に大きな差がある。非自発的離職者の内、離職時点で45才

であれば前職の勤続年数が１年を超えていれば、それまでの勤続年数に応じて180日、240日、

270日間雇用保険の基本手当を受けることができる一方で、離職時点で44才である場合、45

才以上と同じ勤続年数であっても雇用保険の基本手当の所定給付日数が45才以上の求職者に

比べて少ない。この制度的な特徴が生み出す雇用保険の基本手当の所定給付日数の非連続性
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図表３－４－14 ハザード分析の基本的な推定結果（前職勤続年数が５年未満）



を利用することで、「離職時点でたまたま45才以上であり、長い給付日数を得た」求職者は

「離職時点でたまたま45才未満であり、短い給付日数を得た」求職者に比べて失業から退出

しにくいかどうかを調べることが可能となる。具体的には45才以上であるか否かを示す年齢

ダミー変数と離職理由が非自発的離職か否かを示す非自発離職ダミー変数を用いて、それら

の交差項の係数推定値の大きさを見る。雇用保険の基本手当の支給が残り１か月の影響を見

る場合は交差項をコントロール変数として活用し、標本を同一化させ、異質性を除去した推

定を行う。標本点の数が減ることで検定力は落ちるものの、年齢と離職理由の組み合わせを

用いて異質性を可能な限り排除して、より正確な「スパイク」現象の範囲を確かめたい。

図表３－４－14に前職勤続年数が１年以上５年未満であるような44才から46才の非自発的

離職者に限定した分析結果を示している。図表３－４－14の推定標本は離職時点で45才以上

であったために雇用保険の基本手当の所定給付日数が180日であるグループと離職時点で45

才未満であったために雇用保険の基本手当の所定給付日数が90日のグループから構成され

る。非自発的離職と45才以上であることの交差項の係数は有意ではない。つまり、44才と45

才あるいは46才の非自発的離職者という非常に似たグループであっても、後者はたまたま雇
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図表３－４－15 ハザード分析の基本的な推定結果（前職勤続年数が10年未満）



用保険の基本手当の所定給付日数が増えたが、そのことによって失業から退出しにくくなる

ことは観察されない。雇用保険の基本手当の支給残日数の影響は基本的な推定結果と同じく、

雇用保険の基本手当の支給が終了する１か月前に受給者のハザード比が高まる。

図表３－４－15は前職勤続年数が５年以上10年未満であるような44才から46才の非自発的

離職者に限定した分析結果を示している。雇用保険の基本手当の所定給付日数が240日であ

るグループと180日であるグループを比較した結果、ここでも非自発的離職と45才以上であ

ることの交差項の係数は有意ではなく、この定式化のもとでは雇用保険の基本手当の所定給

付日数がたまたま増えたことによって失業から脱出しにくくなる効果は観察されない。この

グループにおいても受給者は雇用保険の基本手当の支給残日数が１か月を切った時点でハザ

ード比が高まる。しかし、その大きさは図表３－４－14で報告された前職勤続年数が１年以

上５年未満であるようなグループのハザード比よりもやや小さく、前職の勤続年数が長いこ

とが失業からの退出確率をやや低くしている。この結果は勤続年数の長い中高齢者の就職困

難度が相対的に高いことを伺わせる。

最後に前職勤続年数が10年以上20年未満であるような44才から46才の非自発的離職者に限
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図表３－４－16 ハザード分析の基本的な推定結果（前職勤続年数が20年未満）



定した分析結果を図表３－４－16に示す。ここでは雇用保険の基本手当の所定給付日数が

240日であるグループと270日であるグループを比較した結果、非自発的離職と45才以上であ

ることの交差項の係数は正で有意であることが分かった。雇用保険の基本手当の支給残日数

が１か月を切った時点で受給者のハザード比は高まり、雇用保険の基本手当の支給終了１か

月前の駆け込み就職は観察されるものの、前職の勤続年数が短い標本の推定結果と比べて、

ハザード比は非常に小さい。

４．５　まとめ

本節で得られた結果を簡単に要約する。地域差や年齢間の差を考慮した分析の結果、（１）

雇用保険の基本手当の支給残日数が１か月を切った時点で多くの受給者が失業から退出し再

就職を果たす駆け込み就職が観察される。（２）雇用保険の基本手当の支給残日数が１か月

を切ったグループの内残り２週間を切ったグループと終了まで２週間以上を残すグループの

間でもハザード比に差が見られ、後者のハザード比が大きい。つまり、給付終了まで２週間

以上余裕を持っている求職者の退出確率が高い。（３）雇用保険の基本手当の支給終了直後

にハザード比が高まることがあるが、一般的に雇用保険の基本手当の支給終了１か月前に実

現するハザード比よりも大きいわけではない。つまり支給終了後の再就職よりも、支給終了

直前に就職する求職者が多い。（４）雇用保険の基本手当の支給終了直後から日数が経過す

る毎にハザード比が高まるわけではない。（５）第３節の結果を補強する結果であるが、「全

く同一の年齢であっても」前職の勤続年数が長い受給者はハザード比が小さく、再就職確率

が小さい。

５．所定給付日数は再就職インセンティブにどう影響するか：応募状況から見た分析

５．１　分析の背景と目的

第３節の最適意志決定サーチ・モデルの枠組みで示されたように、求職者の求職期間（離

職者の失業期間）が長くなる背後には、「留保賃金を下げて求職のインセンティブを高め、

仕事に応募すること」と、「応募が採用された場合にそれを受け入れること」の２つのルー

トがある。求職期間（失業期間）および退出率の分析は、この２つの影響の結果として「い

つ再就職するか」を捉える。これに対して、最初のルートである「いつジョブに応募したか」

を分析することも可能である。求職活動の熱心さ（努力水準、再就職活動の強度）を捉える

という意味では、この分析がより重要だろう。ハローワークに行き仕事の紹介を受け、実際

に企業に応募することを求職活動の強度を表す一つだと考えれば、その時期を捉えることで、

所定給付日数が求職のインセンティブに与える影響を分析できる４。
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４ なお、中高年齢者を中心に、そもそも本人の意志に関わらず応募できるような求人が存在しないケースがあり、
熱心かつ応募できる求人が存在するようなより条件のよい求職者を指しているために応募時期が遅くなる可能性
があることには注意が必要である。



５．２　実証分析の枠組み

本節では「所定給付日数は求職者の応募申請状況にどう影響するか」を分析する。本章が

使用するデータから、求職活動に関するジョブの紹介状況が分かる。紹介されたジョブに対

して求職者が応募した日が分かるので、それをもとに「サーチ開始後30日以内に最初の応募

をしたかどうか」を作成する。第３節、第４節と同様に、サーチ期間には、求職開始から再

就職までと、離職から再就職までの２つを考える。30日以内に応募したということをサーチ

初期の時点から努力水準を上げていたことの代理変数である、とここで仮定する。

そして、新たに作成された「30日以内に応募したかどうか」という左側変数を、所定給付

日数を含めた説明変数に回帰する。所定給付日数が長い場合に30日以内に応募することが少

なくなる（つまり所定給付日数が長いと、サーチの初期時点から熱心に活動しようとしなく

なる）か、それとも所定給付日数は努力水準には影響しないのかを検証する。なお、所定給

付日数は、離職が非自発的理由であったかどうかで大きく異なるため、日数をそのままの形

で回帰式に入れてしまうと、離職理由の差を捉えてしまう可能性が高い。そこで、離職理由

を自発的な理由と非自発的な理由に分けた上で所定給付日数の差を捉える。また所定給付日

数の影響が非線形である可能性を考えてグループごとのダミー変数として捉える。捉えるグ

ループは、「自発的理由で所定給付日数が90日以内」の人をベンチマークとして、「自発的理

由で所定給付日数が120日以内」「自発的理由で所定給付日数が150日以内」「非自発的理由で

所定給付日数が90日以内」「非自発的理由で所定給付日数が120日以内」「非自発的理由で所

定給付日数が180日以内」「非自発的理由で所定給付日数240日以内」「非自発的理由で所定給

付日数が241日以上」とする。分析にはプロビットモデルを用いて最尤法で推定する。変数

について詳細な定義とそれに対応する記述統計は図表３－５－１と図表３－５－２で報告し

ている。

５．３　推定結果５

求職者の所定給付日数の差は、応募申請状況の差を明確に生み出している。この結果は図

表３－５－３に示されている。「自発的理由での失業で所定給付日数が90日の者」に比べて、

同理由による失業で120日、150日の者の方が求職もしくは離職後30日以内に最初の応募申請

をする確率が低い。非自発的理由の場合でも、同様の傾向が観察される。すなわち、所定給

付日数が長いほど、30日以内に最初の応募をする確率が低いといえる。

基本的な結果を要約しよう。失業からの退出率（失業期間）に関するハザードモデルの分

析結果（第４節）と合わせれば、雇用保険の基本手当の所定給付日数が長いほど再就職活動

の強度を高める時期が遅く、支給が終了する直前に退出率が高まるため、失業期間が長くな
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５ ４節でも述べた通り、求職者が求職活動を行っている地域における労働市場の逼迫度の差や、求職者の能力の
差などによる就職困難度の差が再就職確率（失業期間）に与える影響は、年齢や教育年数、性別、前職の賃金水
準や勤続年数、失業率といった説明変数で捉えられるものと考える。これらの異質性を考慮した上で、求職活動
の熱心さ（応募時期の早さ）が再就職率、よって失業期間に与える影響を分析している。
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図表３－５－２　記述統計

Panel A. 求職開始～再就職をサーチ期間とする場合

61885サンプルの記述統計。うち就職完結サンプルは45686サンプル。

Panel B. 離職～再就職をサーチ期間とする場合

71263サンプルの記述統計。うち就職完結サンプルは52985サンプル。

図表３－５－１　使用する変数の定義



るグループが想定される。図表３－５－３より、男性であることが正の効果を持ち、配偶者

のいる者が同様に正、教育が負、前職賃金が正の係数であり、統計的に有意となっている。

男性、配偶者のいる者、低学歴の者、前職賃金が高かった者ほどサーチ初期段階から応募し

ているといえる。年齢の影響は混在しているが、年齢については「よりよいオファーを待つ

効果」と「留保賃金を下げてすぐに応じる効果」の両方があるため、正負どちらの可能性も

ある。
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図表３－５－３　失業給付の長さは応募状況に影響するか

パネルA．求職開始を始点としたサーチの場合
被説明変数：サーチ開始30日以内に最初の１社に応募したかどうか

１．限界効果ではなく係数を示している。
２．***、**、*はそれぞれ１％、５％、10％の有意水準で有意であることを示している。
３．+をつけた変数は対数値として入っている。
４．年齢、有効求人倍率は、被説明変数に求職開始から30日の応募状況を用いる場合に
は求職時点のもの、離職から30日の応募状況を用いる場合には離職時点のものを用い
ている。
５．異質性の考慮については、所定給付日数の推定値はどれも１％の有意水準で有意と
なっており、所定給付日数による尤度の差が存在することが支持されている。



基本的な結果についていくつか補足を行う。１点目に、同じ所定給付日数であっても、非

自発的理由での離職の係数と自発的離職の係数は単純には比較できない。自発的理由で離職

した場合には、３ヶ月間の給付制限期間があるため、３ヶ月も待てないためにサーチの初期

段階から再就職インセンティブを高める可能性と、３ヶ月待った上で受給できるためにサー

チの初期段階から再就職インセンティブを低める可能性が存在する。また、そもそも自発的

に離職する際に次の再就職先についてメドがたっていて円滑に再就職できる場合も多い。２

点目として、自発的離職の場合、所定給付日数90日にはすべての年齢層が入るのに対して、

非自発的離職の場合、90日は45歳未満の者のみとなる。よって、同じ90日というカテゴリー

でも反映している意味が異なる可能性がある。仮にこの２点目が正しいならば、非自発的離

職の場合において、所定給付日数の長さの差が年齢層の差を反映してしまう。若いグループ

の方がそもそも紹介される件数が多いならば、年長者のカテゴリーとなる長い所定給付日数

において負の係数となる（最初の30日に応募する確率が低くなる）。非自発的失業者につい
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パネルB．離職を始点としたサーチの場合

表５－３パネルAの注を参照。



ては、所定給付日数の影響だけではなく年齢差の影響も捉えている可能性がある。

５．４　ロバストネスの検証

所定給付日数の影響を厳密に捉えるため、次に求職者の年齢を44歳以下と45歳以上に分け

て分析した。44歳以下においては、これまでの結果とまったく同じで、自発的理由であろう

が非自発的理由であろうが、所定給付日数の長さがサーチ初期から応募する確率を下げてい

る。45歳以上においては、自発的離職の者ではこれまでと同じ結果となるが、非自発的離職

の場合には統計的に有意な結果は少なくなる。それでも、180日、240日以上の場合は90日の

場合と比べて、サーチ初期から応募する確率は低くなっている。やはり全体的には所定給付

日数が長いほどサーチ初期の段階から努力水準を高める可能性は低くなるといえる。求職者

属性が極めて近いと考えられる年齢層において、雇用保険の基本手当の所定給付日数が長い

45歳以上と雇用保険の基本手当の所定給付日数の短い44歳以下を比較しても、図表５－３で

示した基本的な結果が支持される。検証結果について詳細は補表５－１（A）（B）、５－２

（A）（B）を参照されたい。また、ここには掲載していないが、就職完結サンプルに限定し

て分析しても同様の結果が得られている。

５．５　まとめ

本節の主要な結果とその含意を要約する。（１）雇用保険の基本手当の所定給付日数が長

いほど最初にジョブに応募する時期が遅い、（２）男性、配偶者のいる者、低学歴の者、前

職賃金が高かった者ほどサーチ初期段階から応募している。（３）求職者属性を45歳以上の

非自発的離職者に限っても、雇用保険の基本手当の所定給付日数が180日、240日以上の場合

は90日の場合と比べて、サーチ初期から応募する確率は低い。

６．求職活動は再就職のマッチングをよくするか：失業中のサーチ期間が再就職後の勤続状

況に与える影響

６．１　分析の背景と目的

求職期間や失業期間が長くなることには求職者にとってメリットも存在する。それは再就

職のマッチングがよくなる可能性である。急いで就職したためにマッチングがよくなければ、

再就職してもふたたび離職してしまうことになるだろう。再就職時のマッチングの質はいろ

いろな尺度で計測できるが、ここでは、再就職後の勤続状況（勤続日数）が長くなるかどう

かに注目して、求職（もしくは失業）期間が再就職後の勤続日数を増加させるのか、すなわ

ち定着状況をよくさせるのかについて分析する。

６．２　実証分析の枠組み

本節では再就職行動について最後の分析として、「サーチ期間は、再就職後の離職確率を
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下げる（勤続を長くさせる、定着状況をよくする）かどうか」を検証する。具体的には再就

職後の勤続日数に関してハザード分析を行う。被説明変数として勤続日数を用いる。勤続状

態から退出する確率を分析するため、退出率が低くなれば勤続日数は長くなるという関係を

背後に想定する。ここで最も注目すべき説明変数は再就職前にどれぐらいの期間サーチを行

ったか（「求職期間」もしくは「離職期間」）である。推定標本は、2005年８月～2006年５月

に離職して、再就職した者である。ただし、雇用保険の一般被保険者に限定した。短期常

態・季節労働者、高年齢労働者を除き、標本属性の同一化を図った６。図表３－６－１と図

表３－６－２に今後の実証分析に用いる推定標本の定義と特徴を示した。実証分析にあたっ

ては、Basement HazardをLog-Normalに仮定したハザードモデルの推定を行う７。なお、ガ

ンマ分布として描かれると仮定した異質性が存在するケースでの分析も行ったが、ここで示

すものと推計値の大きさはほとんど変わらず、有意性も異なるわけではない。

６．３　推定結果

基本的な推定結果を図表３－６－３に示した。推定された結果はサーチ期間が長くなると
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６ 有期雇用の場合を考慮するため、前職の離職理由、再就職後の離職理由として「契約期間満了による退職」を
挙げている者はサンプルから落とした。よって、期間の定めのある求人であったことで再就職後の離職確率を上
げる（再就職後の勤続期間を下げる）バイアスは存在しない。
７ 推定にあたってはCox-Snell残差の形状およびAICによるテストの結果から分布形を選択した。ただし、分布形
を変えても主要結果は変わらないことを確認している。

図表３－６－１　使用する変数の定義



勤続日数は短くなる、というものである。つまり定着期間は短くなる。これは44歳以下の層

でも45歳以上の層でも同様に確認される。ただし、サーチ期間が180日以内の場合には、逆

で、サーチ期間が長くなると勤続日数は長くなる。つまり定着期間は長くなる。この点は44

歳以下の層でも45歳以上の層でも確認される。すなわち、サーチ期間が180日以内の場合に

は、サーチ期間の存在により再就職のマッチングが高まっている可能性がある。一方で、サ

ーチ期間が181日以上になると、サーチ期間を長くしてもマッチングは高まらないか、むし

ろ低くなるといえる。

この結果は求職者の最適意志決定サーチ・モデルの枠組みに基づいて、どのように解釈で

きるであろうか。最初から努力していなかったためにサーチ期間が長くなった場合、すなわ

ちサーチ期間が長いことが市場に対して「最初から努力していなかった」ことのシグナルと

なっている場合には問題が生じる。本当はサーチ期間が長いことでマッチングはよくなって

いるのにもかかわらず、労働市場におけるシグナリング効果のために、サーチ期間が長いこ

とでマッチングが悪くなるという関係を見せかけてしまう。努力しておらずサーチ期間が長

くなってしまい、就職直前で再就職の努力水準を急いで高めたために、むしろ、サーチ期間

が長いほどマッチングが悪くなる可能性があるからである。

６．４　ロバストネスの検証

そこで、サーチ期間中の努力水準をコントロールした分析も行った。具体的には、（１）

求職開始30日以内に最初の応募をしていた（サーチの初期段階から努力水準を高めていた）

場合とそうでない場合、（２）離職30日以内に最初の応募をしていた場合とそうでない場合、

（３）基本手当の支給終了60日以上前に最初の応募をしていた場合とそうでない場合に分け

て分析した。（１）（２）の分け方の場合、最初から努力水準を高めていなかったサンプルに

おいて、不安定な結果が得られるが、それ以外では、努力水準の高め方の差にかかわらず、

サーチ期間が長くなると勤続日数が短くなる（つまりマッチングが悪くなる）ことや、サー
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図表３－６－２　記述統計

サーチ期間として求職から再就職までの日数を用いる場合は63,999サンプル。離職から再就職までの日数を用い
る場合は76,565サンプル。
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図表３－６－３　失業時のサーチ期間が再就職後の勤続日数に与える影響

Panel A. 求職から再就職までのサーチ日数の影響
被説明変数：再就職後の勤続日数

退出確率に与える影響ではなく勤続日数の長さに与える影響の係数を示している。
***、**、*はそれぞれ１％、５％、10％の有意水準で有意であることを示している。
+をつけた変数は対数値として入っている。

Panel B. 離職から再就職までのサーチ日数の影響
被説明変数：再就職後の勤続日数

退出確率に与える影響ではなく勤続日数の長さに与える影響の係数を示している。
***、**、*はそれぞれ１％、５％、10％の有意水準で有意であることを示している。
+をつけた変数は対数値として入っている。



チ期間が180日以下の場合には逆にサーチ期間が長いとマッチングがよくなるという結果は

変わらなかった。このことは、44歳以下でも45歳以上でも同様に確認される。基本的な推定

結果に変更はないが、残された課題は、求職者固有の心理的な異質性についての処理である。

ここでは我慢強さ、再就職後の状況などはコントロールできていない可能性がある。サーチ

期間が長いような人ほど、再就職までに妥協しなければならない条件が多いならば、再就職

後の職に納得できなくなる可能性があり得る。また、サーチ期間が長いような人は、そもそ

も我慢強くない人であり、基本的な推定結果には、そのような人が定着しないことが表れて

いる可能性があることは否定できない。なお、結果を解釈する上での注意点を一点述べる。

ここでの分析結果は、「求職期間が長すぎる人でマッチングがよくない」が、「180日以内の

場合には、求職期間が長いことでマッチングがよくなる」ことしか示していないことに注意

が必要である。

６．５　まとめ

再就職行動と失業期間に関する分析結果（第５節）と合わせると、所定給付日数が長いと

求職期間が長くなっている。しかしながら、求職（離職）期間が180日以内の層においては

求職期間が長いほど再就職後の勤続期間は長くなり定着率は高まるといえる。定着率を再就

職のマッチングのよさを表す一つの指標と考えれば、求職期間が与えられることでマッチン

グはよくなるといえる。ただし、180日以上の層においては、求職期間が長くなっても再就

職後の定着率は高まらず、むしろ定着率は低くなる可能性がある。求職期間が長くなってい

るといっても,マッチングの質が良くなるわけではないことが示された。

７．結論と今後の課題

本章では求職者のサーチ努力水準や受諾効果を織り込んだ理論的枠組みと、その枠組みに

対応するマイクロデータを用いながら、雇用保険の基本手当やマッチングの効率性、そして

求職期間が再就職活動に与える影響について実証分析を行った。ここでの分析結果として、

困難な状況に直面している求職者の実情を勘案せず、単に所定給付日数が長いほど求職者が

怠けているというように解すべきではない。中高年齢層の中には、扶養家族等を抱え簡単に

は留保賃金等の条件を変更できない要因があるかもしれない。非自発的理由による離職者は

あらかじめ準備ができていない、または精神的なショックがあるかもしれない。我が国の従

来の長期雇用の慣行により、特定の企業内においてのみ通用する技能が修得されており、労

働市場での汎用性が低く再就職が困難になりがちであるかもしれない。

これらを踏まえれば、大規模ミクロデータによる詳細な分析結果の蓄積が必要だろう。雇

用保険の基本手当と失業期間の関係、そしてマッチングの効率性を規定するマッチング関数

と失業期間の関係については、これまで地域を限定した小標本調査や集計度の高い都道府県

データに基づく実証分析が蓄積されてきた。本章の第３節と第４節で行ったマイクロデータ
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図表３－６－４　失業中のサーチ日数が再就職後の勤続日数に与える影響：失業中のサーチ

努力をコントロールする場合（１）

Panel A. 求職から再就職までのサーチ日数の影響
被説明変数：再就職後の勤続日数

退出確率に与える影響ではなく勤続日数の長さに与える影響の係数を示している。
***、**、*はそれぞれ１％、５％、10％の有意水準で有意であることを示している。
+をつけた変数は対数値として入っている。

Panel B. 離職から再就職までのサーチ日数の影響
被説明変数：再就職後の勤続日数

退出確率に与える影響ではなく勤続日数の長さに与える影響の係数を示している。
***、**、*はそれぞれ１％、５％、10％の有意水準で有意であることを示している。
+をつけた変数は対数値として入っている。
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図表３－６－５　失業中のサーチ日数が再就職後の勤続日数に与える影響：失業中のサーチ

努力をコントロールする場合（２）

Panel A. 求職から再就職までのサーチ日数の影響
被説明変数：再就職後の勤続日数

退出確率に与える影響ではなく勤続日数の長さに与える影響の係数を示している。
***、**、*はそれぞれ１％、５％、10％の有意水準で有意であることを示している。
+をつけた変数は対数値として入っている。

Panel B. 離職から再就職までのサーチ日数の影響
被説明変数：再就職後の勤続日数

退出確率に与える影響ではなく勤続日数の長さに与える影響の係数を示している。
***、**、*はそれぞれ１％、５％、10％の有意水準で有意であることを示している。
+をつけた変数は対数値として入っている。



に基づく実証分析からは、先行研究で得られていた統計的事実や第３節で示した求職者行動

に関する枠組みの結論を支持する結果を得た。さらに全国の労働市場を網羅した大量のデー

タの活用によって、個別求職者の再就職行動に関する差異を十分汲み取り、雇用保険の基本

手当受給者が再就職にいたるまでの平均的な姿とそこからの乖離を厳密に推定することが可

能となった。

また本章は再就職行動に関して新しい研究課題を提示し、実証分析を行った。第５節では

所定給付日数が求職者の応募申請状況に与える影響を推定した。第６節では、サーチ期間は

再就職後の離職確率を下げるかどうか、つまり勤続を長くさせる、定着状況をよくする効果

を持つかどうかを検証した。これらの分析を通じて雇用保険の基本手当やマッチングの効率

性、求職期間が再就職の結果に与える経路を特定し、また再就職にいたるまでの期間と再就

職の質を評価するにあたって、失業期間中の行動の重要性を示すことができた。

本章を通じて再就職行動に関する多くの実証分析を行い、先行研究で得られていた結果を

補強し、そして現在までそのミクロ的重要性が実証的に明らかにされなかった所定給付日数

とサーチ努力の関係やサーチ期間と再就職の質の関係について新しい統計的事実を積み重ね

たものの、残された課題は多い。求職者の我慢強さ、再就職後の状況などは再就職行動のあ

り方を強く規定するだろう。データの制約上、こうした求職者属性が与える影響を本章では

考慮していない。

制度設計のあり方を正しく議論するためには、心理的要素や労働市場の状況と雇用保険の

基本手当など経済的要素のそれぞれが、再就職にいたる経路と質に対してどの程度重要であ

るか、その差異を十分汲み取ることができるような大量のデータが今後の実証分析・良質な

政策的議論のために一層必要であろう。
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《第３章の附表》

図表３－３－13 都道府県別ハザード分析（Cox-Hazard rate）（サーチ期間の起点は求職開

始日）

図表３－３－14 都道府県別ハザード分析（Weibull-Hazard rate）（サーチ期間の起点は求

職開始日）

求人数と求職者数は求職開始時のものとする。

求人数と求職者数は求職開始時のものとする。
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図表３－３－15 都道府県別ハザード分析（Cox-Hazard rate）（サーチ期間の起点は離職日）

図表３－３－16 都道府県別ハザード分析（Weibull-Hazard rate）（サーチ期間の起点は離

職日）

求人数と求職者数は離職時のものとする。

求人数と求職者数は離職時のものとする。
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図表３－３－17 都道府県別ハザード分析（Cox-Hazard rate）（サーチ期間の起点は求職開

始日）

求人数と求職者数は、就職した人にとっては就職１ヶ月前、そうでない
人にとっては2006年６月のものを使う。

図表３－３－18 都道府県別ハザード分析（Weibull-Hazard rate）（サーチ期間の起点は求

職開始日）

求人数と求職者数は、就職した人にとっては就職１ヶ月前、そうでない
人にとっては2006年６月のものを使う。
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図表３－３－19 都道府県別ハザード分析（Cox-Hazard rate）（サーチ期間の起点は離職日）

求人数と求職者数は、就職した人にとっては就職１ヶ月前、そうでない
人には2006年６月のものを使う。

図表３－３－20 都道府県別ハザード分析（Weibull-Hazard rate）（サーチ期間の起点は離

職日）

求人数と求職者数は、就職した人にとっては就職１ヶ月前、そうでない
人には2006年６月のものを使う。
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図表３－３－21 ハローワーク別ハザード分析（Cox-Hazard rate）（サーチ期間の起点は求

職開始日）

求人数と求職者数は求職開始時のものとする。

図表３－３－22 ハローワーク別ハザード分析（Weibull-Hazard rate）（サーチ期間の起点

は求職開始日）

求人数と求職者数は求職開始時のものとする。
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図表３－３－23 ハローワーク別ハザード分析（Cox-Hazard rate）（サーチ期間の起点は離

職日）

求人数と求職者数は離職時のものとする。

図表３－３－24 ハローワーク別ハザード分析（Weibull-Hazard rate）（サーチ期間の起点

は離職日）

求人数と求職者数は離職時のものとする。
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図表３－４－４a ハザード分析の基本的な推定結果

図表３－４－４b 完結標本に限定した失業期間の基本的な推定結果

図表３－４－４c 完結標本に限定した失業期間の基本的な推定結果
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図表３－４－６a ハザード分析の基本的な推定結果（小関東圏）

図表３－４－６b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（小関東圏）

図表３－４－６c ハザード分析の基本的な推定結果（小関東圏）
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図表３－４－６d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（小関東圏）

図表３－４－７a ハザード分析の基本的な推定結果（大関東圏）

図表３－４－７b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（大関東圏）
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図表３－４－７c ハザード分析の基本的な推定結果（大関東圏）

図表３－４－７d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（大関東圏）

図表３－４－８a ハザード分析の基本的な推定結果（東海圏）
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図表３－４－８b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（東海圏）

図表３－４－８c ハザード分析の基本的な推定結果（東海圏）

図表３－４－８d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（東海圏）
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図表３－４－９a ハザード分析の基本的な推定結果（関西圏）

図表３－４－９b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（関西圏）

図表３－４－９c ハザード分析の基本的な推定結果（関西圏）
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図表３－４－９d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（関西圏）

図表３－４－10a ハザード分析の基本的な推定結果（その他）

図表３－４－10b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（その他）



－170－

図表３－４－10c ハザード分析の基本的な推定結果（その他）

図表３－４－10d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（その他）

図表３－４－11a ハザード分析の基本的な推定結果（30才－39才）
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図表３－４－11b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（30才－39才）

図表３－４－11c ハザード分析の基本的な推定結果（30才－39才）

図表３－４－11d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（30才－39才）
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図表３－４－12a ハザード分析の基本的な推定結果（40才－49才）

図表３－４－12b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（40才－49才）

図表３－４－12c ハザード分析の基本的な推定結果（40才－49才）
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図表３－４－12d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（40才－49才）

図表３－４－13a ハザード分析の基本的な推定結果（50才以上）

図表３－４－13b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（50才以上）
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図表３－４－13c ハザード分析の基本的な推定結果（50才以上）

図表３－４－13d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果（50才以上）

図表３－４－14a ハザード分析の基本的な推定結果（前職勤続年数が５年未満）
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図表３－４－14b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果

図表３－４－14c ハザード分析の基本的な推定結果（前職勤続年数が５年未満）

図表３－４－14d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果
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図表３－４－15a ハザード分析の基本的な推定結果（前職勤続年数が５年未満）

図表３－４－15b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果

図表３－４－15c ハザード分析の基本的な推定結果（前職勤続年数が10年未満）
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図表３－４－15d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果

図表３－４－16a ハザード分析の基本的な推定結果（前職勤続年数が20年未満）

図表３－４－16b 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果
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図表３－４－16c ハザード分析の基本的な推定結果（前職勤続年数が20年未満）

図表３－４－16d 完結標本に限定した失業期間分析の基本的な推定結果
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図表３－５－１　失業給付の長さは応募状況に影響するか：44歳以下に限定

限界効果ではなく係数を示している。
***、**、*はそれぞれ１％、５％、10％の有意水準で有意であることを示している。
+をつけた変数は対数値として入っている。
年齢、有効求人倍率は、被説明変数に求職開始から30日の応募状況を用いる場合には求職時点のもの、離職から
30日の応募状況を用いる場合には離職時点のものを用いている。
異質性の考慮については、所定給付日数の推定値はどれも１％の有意水準で有意となっており、所定給付日数に
よる尤度の差が存在することが支持されている。
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図表３－５－２　失業給付の長さは応募状況に影響するか：45歳以上に限定

限界効果ではなく係数を示している。
***、**、*はそれぞれ１％、５％、10％の有意水準で有意であることを示している。
+をつけた変数は対数値として入っている。
年齢、有効求人倍率は、被説明変数に求職開始から30日の応募状況を用いる場合には求職時点のもの、離職から
30日の応募状況を用いる場合には離職時点のものを用いている。
異質性の考慮については、所定給付日数の推定値はどれも１％の有意水準で有意となっており、所定給付日数に
よる尤度の差が存在することが支持されている。



第４章　求人充足に対するハローワークの取り組みの効果

１．はじめに

『職業安定業務統計』によれば、年間求人充足率（＝就職件数／新規求人数、全数）は

1990～1992年にいったん20％を切った後2000年前後に30％近くまで上昇し、景気回復と並行

して下降しつつある（直近の2007年では21.2％であった）。本章ではハローワークの種々の

取り組みが、求人充足に与える影響について考察する。

法的にいえば、ハローワークの基本的な課題は労働力の需給調整にある。もっとも、現実

に重視されるのは求職者に対するサービスである。なかでも失業者や障害者、いわゆる就職

困難者に対する就職斡旋は、社会的にも最も望まれるサービスのひとつであろう。とはいえ、

職業紹介は求職者サービスのみで成り立つわけではない。良質な求人を確保できてはじめて

求職者サービスも向上する。そして良質な求人を確保するためには、求人者に対するサービ

スも欠かせない。ハローワークにおいても、たとえば1998年より求人開拓推進員が設けられ

民間企業のOBなどを雇用して求人の開拓に努めるなど、積極的な求人者に対するサービス

を展開している。本章では、求人者に対するサービスのうち、どのようなサービスが、求人

の充足につながっているかを統計的に分析する。

分析に入る前に、ハローワークにおける求人の取り扱い原則を紹介しておこう。まず重要

なのは、求職者と異なり、求人者は求人を出すハローワークを選ぶことはできないことであ

る。求人票は求人者の担当がいる事業所を管轄するハローワークに提出する必要があり、こ

れは就業場所と必ずしも一致しない。また、求職者のみることのできる求人が、ハローワー

クによって制限されるわけではない。たとえばインターネットへの公開を是とする求人票で

あれば、インターネットへ情報が公開される。もちろん、インターネットへの公開しないこ

とを要望する求人でも、電子化された求人は総合的雇用情報システムを通じて全国のハロー

ワークで検索可能であり、求職者はその情報を求人自己検索装置や求人票、又は、窓口相談

の中で利用することができる。したがって、各ハローワークが集めることができる求人は、

管轄地域の産業構造や景気動向に強く制約され、他方求職者はどこからでも当該求人の情報

を得ることができる。

その結果、求人と求職のバランスは、ハローワーク毎でかなりばらつくことが予想される。

この点を次の図表４－１で確かめておこう。図表４－１は、本章で考察対象の2005年８月の

月間新規求人倍率（＝新規求人数／新規求職数、全数）を全国466のハローワーク毎（本所

のみ。付属施設を除く）に集計し、ヒストグラムとしたものである。

466箇所のハローワークの新規求人倍率の最大値は2.98とほぼ３倍である。対して中央値

は0.79倍、平均は0.84倍とかなりばらついているのがわかる。１倍を超えるのは119箇所と４

分の１程度である。全国合計の新規求人倍率（＝新規求人数総計／新規求職数総計）が1.71

倍だったことを考えると、求人が一部のハローワークに集中している様子が理解できる。こ
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のように、ハローワークが集めることのできる求人は、管轄に強く依存するといえる。ハロ

ーワークが収集可能な求人は地域属性に強く制約されるとはいえ、ハローワーク自身の努力

によって求人サービスを改善できる部分もある。実際、開拓求人推進員の活動を通じた求人

者の情報蓄積や、求人条件に関する相談など、ハローワークによって異なっており、本章の

目的はこれらのハローワークの施策が求人充足にどのように結びつくかを実証的に検討する

ことにある。

なお、ここでいう充足とは、基本的には求人がいずれのハローワークの紹介によるかを問

わず、ハローワークの紹介を経て充足された記録が入ったものを対象としている。ただし、

充足を捕捉するにはさまざまな考え方があるので、本稿では充足の定義を３種類用意する

（２．２を参照のこと）。

２．データ

２．１　ハローワークの求人サービスの取り組み

本章では、本研究会で独自に構築したデータのうち、第Ⅰ部で詳述し、また第Ⅱ部・第１

～３章で用いた求職側データではなく、求人側のデータを用いる。データの構築過程は本報

告第Ⅲ部を参照していただきたいが、概要を記すと、2005年８月１日から31日までに全国の

ハローワークで受け付けられた329,730件の求人のうち、説明変数に不足がない一般求人

163,107件、パート求人78,148件が直接の分析対象となるデータである１。

本章の分析はこれらの求人が充足したかどうかを、各ハローワークの求人サービスに回帰

し、推定された統計的関係をみることで各施策の効果を確認する。この際に用いる各ハロー

ワークの求人サービスに対する取り組みは、アンケート調査『ハローワークの業務に関する

－182－

図表４－１　本所ハローワーク毎の新規求人倍率の分布

１ ハローワークにおいては一般求人とパート求人は区別されている。ここでいうパートタイマーとは「１週間の
所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者の１週間の所定労時間に比べ短い労働者」と定義され、
求人票に記載される情報も一般求人と異なる。たとえば、一般求人では月給で給与が表示されるのに対し、パー
ト求人では時給で表示される。自己検索機を用いた検索においても、検索当初にどちらかを選択することになる
ので、ひとまずは別々の求人とみなす。



調査』の回答の中で求人部門に関わる変数で代理する。たとえば、「産業カウンセラーの資

格をもっている職員数」や「未充足求人に対する要件緩和の助言の実施頻度」などである。

求職者サービスを担当する職業相談員に関する変数は考慮しない。具体的には、次の図表

４－２にまとめた変数である。

まず産業カウンセラーあるいはキャリア・コンサルタントの資格を持っている職員数をと

りあげる。本来、産業カウンセラーは働く人々の心理学的カウンセリングに関する資格であ

る。しかし、（社）日本産業カウンセラー協会によれば、近年管理・監督者向けの研修を増

やしており、職場の心の病気を使用者の立場から回避する助言を行っている。求人企業にと

っても、産業カウンセラーの資格をもった求人担当がいる場合には、何かと相談できる機会

があるかもしれない。キャリア・コンサルタントや産業カウンセラーの資格を持つ職員数の

平均は、アンケートのこの項目に有効回答した457箇所のハローワークで2.05人であった。

最大35名が配置されているハローワークもあるが、３分の１程度の156箇所では配置されて

いない。

職員の勤続年数は熟練の度合いを示すと考えられる。適切な求人サービスを行うには、求

人者の事業を知悉する必要があり、それは長く経験を持つことによっても達成される。459

箇所のハローワークでの平均勤続年数は18～19年である。本章では、全体の勤続のうち、職

業相談・紹介部門での経験年数も同時に取り上げたい。管理職並びに雇用保険部門、庶務部

門及び労働局への配属期間を除けば、職員はおおむね職業相談・紹介部門か求人部門に配属

される。職業相談・紹介部門への配置期間は、職員が求職者に関する情報等を獲得する期間

であり、この部門での経験は一見求人部門と関係がないように見える。しかし、こうした経

験のある担当者が求人部門を担当したほうが、求人条件に対する適切なアドバイスが可能か

もしれず、有意義な経験を蓄積する期間とも考えられる。これらの変数で、どの部門の経験

がどのような効果をもつか考察したい。

次にハローワーク毎に実施される施策のうち、求人部門に関わるものをとりあげる。まず
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図表４－２　ハローワーク毎の求人サービスに対する取り組み



「未充足求人に対する要件緩和助言」や「事業所訪問」、「求職者のニーズにあわせた個別求

人開拓」のように積極的な求人サービスの実施がある。図表４－２をみると、「要件緩和助

言」は99％、「事業所訪問」は94％、「個別求人開拓」は82％と、これらの施策はほとんどの

ハローワークで採用されているのがわかる。しかし、その内容はまちまちのようである。た

とえば、「正規職員一人あたり事業所訪問回数」は、有効回答411箇所の５％にあたる22箇所

で０回との回答が得られた（「事業所訪問」を行っていると回答した381箇所のうちでは16箇

所、4.2％）。平均は5.1回、中央値は2.6回、10回以上のハローワークはおよそ15％の63箇所

であった。「求人開拓推進員一人あたり事業所訪問回数／求人数」の平均はそれぞれ40.7

回／47.1人である。０回が５箇所２、０人が４箇所あったのに対して、100回以上が29箇所、

100人以上が36箇所ある。求人開拓推進員の活動についてもハローワーク間でばらつきがあ

るようである。本章ではこれらの変数で積極的な求人サービスの効果を考察したい。ただし、

ここでとらえられているのは事業所訪問件数である。このため、求人開拓の手法の中には訪

問の他、電話等を利用した働きかけ等が含まれるが、今回の調査では抜け落ちている。また、

今回の調査では、単に「事業所訪問件数」としたため、求人開拓ではなく雇用指導（障害者

雇用促進や問題のある事業所への指導。指導官は求人部門に配属されている）のための訪問

件数が主に上がってしまっており、求人開拓の実態を表していない可能性がある点も注意が

必要である。

それ以外に、接遇研修や顧客満足度を高めるための研修など、サービス業としての基礎的

な技能に関わる研修もとりあげる。

２．２　求人充足

次に被説明変数たる求人充足についてまとめる。本章で扱うデータは求人票（求人台帳）

を中心とする。したがって、求人充足をとらえる第一は求人台帳に記された充足の有無であ

る。

求人台帳には、たとえば、紹介した求職者から採用された旨連絡があった場合や担当者が

直接求人者や紹介した求職者に連絡をとって確認した場合など、何らかのかたちでハローワ

ークが求人が充足されたという情報を得た場合に充足が記録される。記録される求人充足に

は、「一部充足」「充足」がある。これは求人規模が１名以上の複数募集があるからである。

次の図表４－３は、一般求人とパート求人にわけて、募集人数の分布をとったものである

（ただし、図表の見易さを優先して一般求人・パート求人ともに20名までで表示した。採用

人数が20名を超える求人は、一般求人で615件（0.2％）、パート求人で306件（0.3％）であ

る）。
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２ ただし、求人開拓推進員が配置されていながら訪問が０回とは考えにくい。配属されていない所が誤記入した
可能性が高いが、ここではデータをそのまま使用した。



一般求人248,454件のうち、およそ半数の128,202件では１名の募集であるが、四分の一の

63,507件で２名、一割の27,207件で３名の募集がある。ただし、それ以上は５名、10名、15

名、20名などキリがよい数字に固まっているのがわかる。パート求人（109,617件）でもこ

の分布はほとんど変わらず、１名募集が55,094件（50.1％）、２名募集が28,596件（26.1％）、

３名募集が11,531件（10.5％）である。ハローワークでは求人票に採用人員を記入する際、

「若干名」などの曖昧な記述を避けるように指導しているようである。その結果、２名や３

名、５名といった数字に集中するものと考えられる。このことは、採用人数自体は事前には

さほど確定しておらず、求職者如何によって採用人数が変動することを示唆している。した

がって、たとえば採用人数が３名とされた求人に２名しか充足がなかったとしても、求人側

がそのことをもって１名未充足であると考えるかどうかはそれほど確定的ではない。それゆ

え、本章では、求人充足概念を数種類定義し、それぞれの定義による分析結果を並列する方

法を取りたい。具体的には、採用人数が完全に満たされた場合を求人充足とする定義①、採

用人数は満たされていないけれども少なくとも１名の充足があった場合を求人充足とする定

義②を考える。

ただし、上記の求人充足概念はどちらも、ハローワークが求人充足という情報を得ること

に依存する。当然、求人が充足したのに、ハローワークに情報が伝わらないこともある。た

とえば、求人者が、ハローワークに提出する求人票を一種の求人広告だとみなす場合がある。

一般の求人誌に求人情報を掲載するには、少なからず費用がかかる。他方、ハローワークへ

の求人情報の提供は無料で、全国的なネットワーク上で求職者の目に触れる機会がある。こ

のとき、求人者によってはハローワークの求人情報をいわば求人広告とみなし、ハローワー

クの紹介によらず応募者を直接採用しようと考えるかもしれない。そして、安定所紹介以外

で充足した場合にも安定所に連絡することになっているものの、直接採用を通して首尾よく

求人が埋まった際にハローワークに連絡するかは定かではない。本研究では、雇用保険台帳
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図表４－３　採用人数の分布

（a）一般求人 （b）パート求人



を経由して、求人票が想定する採用期日以内に雇用保険被保険者が新たに入職したかどうか

を確かめることができる。そして、このような入職者が確認された場合、ハローワークの求

人台帳上は未充足と記録されていても、求人が充足された可能性がある。もちろん、当該入

職者が当該求人によるものとは断定できない。しかし、新卒採用が一段落する５月という時

期を考慮すると、比較的小規模の事業所であれば、同時に複数種類の求人を行っている可能

性は余り高くないだろう。それゆえ、一応、雇用保険台帳で雇用保険被保険者の入職を求人

の充足とみなせると考える。この求人充足を定義③としよう。

ただし、雇用保険対象外の入職者は、たとえ採用されたとしても台帳に記録されることは

ない。したがって、定義③を用いる場合には、条件から推測して求職者が条件どおりに採用

されれば雇用保険に加入する蓋然性が高い求人に限定して分析する。具体的には、一般求人

で雇用期間が常用雇（期限の定めのない雇用契約）か４ヶ月以上の期限を定めた臨時雇に限

定する。以上、本章では一般求人に関して３つ、パート求人に関して２つの求人充足の定義

を並行して用いながら立論を進める。

次の図表４－４はハローワーク毎に上記の３つの定義を用いて求人充足を再計算した結果

を示したものである。（１）に要約統計量を、（２）にヒストグラムを掲げた。

もっとも範囲の狭い定義①、すなわち募集人数分の充足があった求人の割合は、全国のハ

ローワークの平均で一般求人22.6％、パート求人19.8％であった。中位値はそれぞれ20.8％、

18.2％、求人が全く埋まらなかったのがそれぞれ７箇所と４箇所、すべての求人が埋まった

のが３箇所と１箇所である。求人充足の概念を定義②に広げ、ともかく１名でも充足があっ

たと求人台帳で確認できた場合まで考慮すれば、充足比率は全国のハローワークの平均で一

般求人29.3％、パート求人27.4％と上昇する。中位値はそれぞれ27.1％、25.9％、求人が全く

埋まらなかったのがそれぞれ７箇所と３箇所、すべての求人が埋まったのが３箇所と１箇所

である。

さらに求人充足概念を定義③まで拡張して、ハローワークで求人充足が確認された場合に

加え、雇用保険台帳上で求人期間に入職者が確認できた場合をも求人充足とみなせば、充足

比率の全国平均は65.1％にはねあがる。とはいえ、求人が全く埋まらなかったのは６箇所、

すべての求人が埋まったのが４箇所と、定義①の場合とあまり変らない。
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図表４－４（１） ハローワーク毎の求人充足の分布
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図表４－４（２） ハローワーク毎の求人充足の分布

（a）定義①、一般求人 （b）定義②、一般求人

（d）定義①、パート求人

（c）定義③、一般求人

（e）定義②、パート求人



３．推定の枠組み

本章の関心は、２．１で紹介したハローワークの求人施策が、２．２で紹介した求人充足

にどのような影響を与えるかにある。ただし、求人が充足されるか否かにもっとも大きな影

響を及ぼすのは、求人の内容である。しかも、同じハローワーク内であっても求人条件のば

らつきは一般に大きい。したがって、ハローワーク毎に集計した求人充足比率とハローワー

クの求人施策を直接関係づけた相関関係を解釈するのは危険である。それゆえ、本章での分

析は、個別の求人を観察単位とし、当該求人の充足の有無をハローワーク毎の求人施策に回

帰することが基本方針となる。

ここで求人充足についてもう少し細かく考えよう。まず、個々の求人、第h番目のハロー

ワークに提出された第 i番目の求人が充足するためには、その求人に j番目の求職者が就職

した場合の効用水準u
hij
が、当該求職者の留保水準r

j
よりも小さくないことが必要十分である。

すなわち、第hハローワークに提出された i番目の求人の充足の有無をY
hi
とすると、

である。

このとき、u
hij
は第一義的には求人の内容すなわち求人条件で定まり、どのような求人条

件が求人充足につながるかは重要である（本章での主眼はハローワークの施策の効果にある

ため、求人条件と充足との関係は付録Cにまとめた。興味がある読者は参考にされたい）。

もちろん、求人充足には他の条件も重要だろう。第一に、個々の求人に対するハローワーク

の対応があげられる。たとえば、ハローワークによる求職者の職業相談・紹介は、求職者が

就職したときの予想を改善する。とりわけ、求人充足を必ずしもハローワーク経由の情報に

限定しない定義③において、ハローワークの紹介が求人充足を統計的に有意に高めることが

できるかは確認する必要がある。あるいは、ハローワークによる求人台帳の修正回数も求人

充足に影響を与えるかもしれない。求人台帳は受け付けられた求人票を電子化することで出

来上がるが、求人活動の過程で求人条件をより求職者の希望に見合うように変更することが

できる。賃金額や勤務時間帯などの条件変更が多く行われるようであるが、求職者の状況を

睨み、求人条件の変更を的確にアドバイスできるかはハローワークに求められる重要な求人

サービスであろう。本章で扱うデータには、修正がどれだけ的確かを直接あらわす指標はな

いので、ここでは求人台帳の修正回数を代理変数として取り上げたい。求人受理時に未確認

であった事項や過誤の情報をその後修正するもの等も含まれているとはいえ、当該求人にハ

ローワークがどれだけ手をかけたかを示す指標といえよう。

また、当該求人が開拓求人であるかどうかが求人充足に影響を及ぼすかを考察したい。ハ

ローワークの求人は、求人者が自ら求人を持ち込む他、求人開拓としてハローワーク側から

訪問して求人を集める場合がある。、開拓求人はハローワークの担当者が求人者へ出向き求
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人票を作成するプロセスを踏むので、ハローワークのより積極的な関与を示唆しており、求

人開拓が求人充足につながるかどうかを確かめる。

以上を約すると、第hハローワークに提出された i番目の求人から得られる効用水準（u
hij
）

は、個別の求人に関する求人条件（Xc
hi
）とハローワークの関与の度合い（Xh

hi
）、求人が提

出されたハローワークに共通の求人に対する取り組み（Z
h
）で構成される。これらの要素が

線形近似できるとすると、

とあらわすことができる。このとき、求人充足確率は

………（１）

となる。求職者の留保効用水準r
j
が平均ゼロの正規分布に従うとすれば、（１）式はプロビ

ットモデルと一致し、最尤法により、関心のある係数β
h
およびγを一致推定できる。

ただし、（１）式で考慮している求職者プールはすべての求人で同一と想定されている。

さきにも触れたように、電子化された求人情報は総合的雇用情報システムあるいはインター

ネットを通じて全国で閲覧可能である。それゆえ、どこで受け付けられた求人であったとし

ても、ハローワークに出された求人が想定する求職者プールは全国の求職者プールであって、

その意味では同質であると考えることができる。（１）式はこの想定をストレートに計量モ

デルで表現したものである。

しかし現実には、勤務可能な範囲などを考慮すれば、受け付けられたハローワーク近辺の

求職者の留保水準が、求人充足に影響を及ぼすと考えるのが妥当であろう。そのために、r
j

の分布の平均はハローワーク管轄によって異なると考えたい。このため、（１）式にハロー

ワークダミー（C
h
）を導入して、求職者プールの留保水準の平均値をコントロールする。す

なわち、（１）式は次の（２）式に書き換えられる。

………（２）

本章では、求人充足の有無、すなわちY
ij
の定義を３種類用い、かつ求人の種類に応じてサ

ンプルを分割し、合計５種類の（２）式をプロビット推定する。

ここで注意すべきはハローワークの施策Z
h
とハローワークダミーC

h
はハローワーク毎に定

まっており、同一ハローワーク内の標本ではばらつきはない。それゆえ、γおよびδの識別

は非線形のプロビットモデルの関数形に依存する可能性は否定できない。一方、求職者の留

保水準の分布が正規分布であるという想定自体はそれほど軌道を外れたものではないので、

γが関数形によって識別されていても一定の意味はある。ただし、必ずしも関心のある統計

的関係を示すものではないかもしれない可能性を考慮し、（２）式のようにハローワークダ
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ミー変数を導入するのではなく、ハローワーク個別効果を導入した線形確率モデルも推定し

た。この場合、やはりハローワークの施策はハローワーク内の求人では一定なので変量効果

推定を用いる。

４．推定結果

推定に用いたサンプルの各変数の要約統計量は付録Aに、（２）式の推定結果は付録Bにま

とめた。（１）から（５）までがプロビットモデルの推定結果で、（６）から（10）までが線

形確率モデルの推定結果である。ここでは付録Bより主要な結果だけを抜き出した図表４－

５を用いて議論を進めよう。

個別求人に対するハローワークの関与はプロビットモデルでも線形確率モデルでもほぼ同

－190－

図表４－５（１） 推定結果（１） プロビットモデル

図表４－５（２） 推定結果（２） 線形確率モデル・変量効果推定

注）t検定による統計的有意水準は***が１%、**が５%、*が10%を示す
付録Bを参照のこと

注）t検定による統計的有意水準は***が１%、**が５%、*が10%を示す
付録Bを参照のこと



様の結果となっている。まず紹介の回数はどの特定化でも求人充足に正の影響を及ぼしてい

る。とくに、充足経路をハローワーク経由に絞らない定義③にあっても同様であることが見

出されることから、ハローワークに提出される求人は、やはりハローワークからの紹介が主

な充足源であって、広告効果の性格はそれほど強くないことが示唆される。求人情報の修正

回数の影響は解釈が難しい。一般求人に関しては、求人充足の定義が狭い定義①では負に、

広い定義③では正に計測されている。パート求人に関しては一貫して負になる。求人票の修

正が行われるのは、そもそもそのままでは充足されない厳しい条件の求人であることが想定

される。本推定では求人条件・求職者プールを可能な限りコントロールしているものの、明

示的に考慮できていない求人の厳しさがあり、それによって負のバイアスを生み出している

可能性は否定できない。この場合、求人台帳改訂回数が求人充足に負の影響を及ぼすという

結論には留保を付ける必要がある。また、修正回数が増えることは、求人票の当初情報の不

確かさをも示しており、一見したときの情報が重要になるようなパート求人に関しては負の

効果が大きいのかもしれない。

開拓求人の求人充足についてみると、パートでは必ずしも正の効果をもつわけではないこ

とが示唆される。元来、開拓求人は主に正社員等のより充足しやすい求人の確保を期待して

実施されるものなので、付随的に確保された求人がパート求人である場合は、その効果が弱

い可能性も考えられる３。

次に求人充足に対するハローワークの試みをみてみよう。推定された係数について、プロ

ビットモデルと変量効果を伴った線形確率モデルで一貫しない変数もあるが、おおむね同傾

向を有している。ここでは両方の結果を考慮する。まずハローワークに配属されるキャリ

ア・コンサルタントや産業カウンセラーの有資格者はおおむね正の効果を及ぼす。職員の平

均勤続年数や相談・紹介業務の平均経験年数も正の効果を及ぼしており、職業相談部門の経

験の蓄積が求人充足にも正の影響を及ぼしていることが確認できる。

未充足求人に対する条件緩和のアドバイスの効果はそれほど確かではなく、プロビットモ

デルの定義①および定義②では負の係数が得られた。今回の調査ではこの種のアドバイスの

有無だけを聞いているため、ほとんどのハローワークが「あり」と答えており、その内容の

強弱が判明しないことが原因かもしれない。また、そもそも充足が厳しいと見込まれるため

に助言が実施されること、実際に助言に従って求人が変更されるかは別であることとも関係

しているかもしれない。事業所訪問の実施や個別求人開拓、求人開拓の頻度は、推定モデル

によって得られる係数の符号が異なるものもある。しかし、事業所訪問の実施の有無は、一

般求人の定義③、パート求人の定義①をのぞくすべての特定化で正の効果を示しており、求

人充足に事業所訪問が欠かせないことがわかる。個々のニーズにあわせた個別求人開拓の実
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３ 求人開拓事業の事業評価では、平均的には、開拓求人の充足率は他の求人の充足率より高いことが報告されて
いる。開拓求人では比較的条件のよい求人を集めることができることと、一般求人に意が割かれることを考慮す
れば整合的である。



施は、線形確率モデルの一般求人で正の効果が観察されるものの、プロビットモデルでは逆

に負の効果が観察される。おそらく、さきに指摘した推定モデル上の問題の可能性が高く、

結論は留保すべきであろう。正規職員の事業所訪問回数は、一般求人についてはプロビット

モデルの定義②で正の効果が確認されるほかは、統計的に有意な効果は観察されない。パー

トタイム求人ではプロビットモデルで負の効果さえ計測されている。これは、正規職員によ

る事業所訪問というとらえ方にしたために、求人開拓だけでなく、障害者雇用率未達成事業

所への指導等の目的の事業所訪問が多数含まれていることが影響している可能性がある。こ

れに対して求人開拓を専門とする求人開拓員の活動は一般に求人充足に正の効果を及ぼすこ

とがわかる。求人開拓員の活動は求人開拓だけをとらえているものであることを考え合わせ

れば、求人開拓活動は求人充足に直接的につながる結果となっていると考えられる。

以上のように、求人部門に関する活動はおしなべて求人充足に正の影響を及ぼしている。

それに対して、直接求人業務に関係がない研修などは、求人充足にそれほど正の影響を及ぼ

すわけではない。たとえば、部門間の情報交換会の実施は、プロビットモデルでは負の推定

値が計測されている。線形確率モデルでは統計的に有意な係数が推定されていないので、結

論は留保すべきであるが、少なくとも統計的に有意な正の効果は観察されない。自主的に企

画するセミナーや講習会の実施は一般求人のプロビットモデルで有意な正の結果が得られ

た。業務に関する技能・知識を高めるための職員研修は線形確率モデルの一般求人の定義③

で負の推定値が得られるほかは効果を見出せない。接遇研修や顧客満足度を高めるための研

修は、場合によっては正の効果が期待できることを示している。ただし、これらのパート求

人の充足に与える効果と一般求人に与える効果がそう反する場合も観察される。一般求人の

充足に必要な技能や知識と、パート求人の充足に必要なものが同一であるとは限らないよう

である。最後に自主勉強会であるが、これは職員の士気を示しているのか、おしなべて正の

効果をもつことがわかる。

５．まとめ

推定結果を要約すると次のようになる。

（１）ハローワークに提出された求人は、単なる広告効果が期待されるのではなく、紹介の

有無が求人充足を主導している。その意味で、ハローワークにおける紹介は機能してい

る。

（２）ハローワーク職員の経験を通じた技能蓄積は求人の充足に正の効果を及ぼす可能性が

高い。

（３）事業所訪問、特に求人開拓推進員の活動は求人の充足に正の効果を及ぼす。

（４）接遇研修などの間接的な研修が求人の充足に及ぼす影響は限定的である。

（５）一般求人とパート求人で、充足に必要な技能や情報プロセスは異なる可能性がある。
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推定モデルの特定化によって推定結果が異なるなど、解釈に難しいところがあるが、全体

的な傾向は以上の５点で押さえることができよう。概して言えば、求人充足に関しては、紹

介業務の経験などは役に立つものの、接遇研修など間接的な技能の蓄積はそれほど大きなイ

ンパクトを与えないようである。もともと、接遇研修などは利用者への接し方等を向上させ

ることを念頭に設計されているので、この結果は穏当なところであろう。求人充足に大切な

のは、事業所訪問の継続という昔変らぬ地道な作業だといえる。また、自主的なセミナーや

講習会、勉強会の実施が確かに求人充足に正の影響を及ぼしていることを考えると、現場の

インセンティブの維持が求人充足に欠かせない様子が垣間見える。

ただし、個々の求職者のニーズに合わせた個別求人開拓や正規職員の事業所訪問などが必

ずしも予想される効果を示していないのは、個別求人開拓といった対策の対象者に就職困難

者を選定しているからかもしれないが、事業所訪問自体は、求人充足に正の効果を有してい

ないとはいえない。厳しい行財政改革の下、昨今のハローワークは、職員一人一人に対する

業務負担は高まっているが、ジョブローテーション等を通じ、求人開拓推進員と同様、事業

所訪問を行う機会を十分に確保できれば、更に求人充足を高めることが期待できるかもしれ

ない。今回の分析は求人サービスと求職サービスを分離して検討を進めたが、両者を統合す

る形での分析方法を考える必要があろう。
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附表A 分析に使用したサンプルの要約統計量

《第４章の附表》
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附表B 推定結果
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附表C 求人条件と求人充足との関係



－200－



－201－



－202－



－203－

附表D 附表Cに用いた標本の要約統計量
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